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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品の表面に付着している有機質汚れを除去するために使用される粘着クリーナーであ
って、
　前記物品の表面に接触することによって前記有機質汚れを捕捉する汚れ捕捉部を備え、
　前記汚れ捕捉部は、前記物品の表面と接触する部分に粘着剤を有し、当該部分における
前記粘着剤の面積１ｃｍ２あたりのトリオレイン吸収量が２ｍｇ以上であり、
　前記粘着剤はアクリル系粘着剤であり、
　前記汚れ捕捉部は、前記粘着剤の背面側に支持材を備え、
　前記支持材は非発泡の合成樹脂から構成されており、
　前記汚れ捕捉部の前記物品の表面と接触する部分の硬度が３０以上かつ９０以下である
、粘着クリーナー。
【請求項２】
　前記粘着剤は２００μｍ以上の厚さを有する、請求項１に記載の粘着クリーナー。
【請求項３】
　前記支持材の構成材料としてアクリル系樹脂が用いられている、請求項１または２に記
載の粘着クリーナー。
【請求項４】
　前記汚れ捕捉部は円柱状の転動部材を構成しており、前記粘着剤は前記転動部材の外周
面を構成している、請求項１から３のいずれか一項に記載の粘着クリーナー。
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【請求項５】
　前記粘着剤はアクリル系ブロック共重合体を含む、請求項１から４のいずれか一項に記
載の粘着クリーナー。
【請求項６】
　前記粘着剤は可塑剤を含む、請求項１から５のいずれか一項に記載の粘着クリーナー。
【請求項７】
　前記有機質汚れとして皮脂汚れを取り除くために使用される、請求項１から６のいずれ
か一項に記載の粘着クリーナー。
【請求項８】
　前記物品は、ガラス製または合成樹脂製の表示面を有するポータブル機器である、請求
項１から７のいずれか一項に記載の粘着クリーナー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機質汚れを取り除くために使用される粘着クリーナーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ノート型パソコン（ＰＣ）等のポータブルＰＣや、電子ブック等のタブレット型情報端
末、スマートフォン等の携帯電話機、携帯ゲーム機、各種ＰＤＡ（携帯情報端末）等の携
帯端末、等のようなポータブル機器には、典型的には液晶パネルや有機ＥＬパネルからな
る表示部（ディスプレイ）が設けられている。このようなポータブル機器は、日常的に携
帯して使用されるものであるため、埃や手垢、化粧品、皮脂といったような有機質汚れが
付着しやすい。特に、近年普及が著しいタッチパネル方式のポータブル機器は、表示部が
入力部としても機能する表示部／入力部を備え、その表示部／入力部の表面を使用者が指
先で直接触れることによって操作されるため、手垢、皮脂等の有機質汚れがより付着しや
すい。また、それらポータブル機器に限らず、ショーウインドウガラスやガラステーブル
、ショーケース等も、その表面に上記有機質汚れが付着すると外観が悪化して見苦しい。
　
【０００３】
　このような有機質汚れへの対処として、物品の表面に接触させることにより該物品の表
面から有機質汚れを除去する粘着クリーナーが提案されている（特許文献１，２）。なお
、特許文献３は、粘着性クリーニングローラーに関する技術文献であるが、有機質汚れの
除去を意図したものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開第２０１３／０１５０７５号
【特許文献２】国際公開第２０１４／１１５６３２号
【特許文献３】特開２００７－１７５４７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、有機質汚れを除去するための粘着クリーナーの改良に関し、具体的には有機
質汚れ除去性のよい粘着クリーナーを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この明細書によると、物品の表面に付着している皮脂その他の有機質汚れを取り除くた
めに使用される粘着クリーナーが提供される。上記粘着クリーナーは、上記物品の表面に
接触することによって上記有機質汚れを捕捉する汚れ捕捉部を備える。上記汚れ捕捉部は
、上記物品の表面と接触する部分に粘着剤を有する。好ましい一態様において、上記粘着
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剤はアクリル系粘着剤である。上記汚れ捕捉部は、上記物品の表面と接触する部分の硬度
が９０以下である。上記粘着クリーナーは、物品の表面（以下「クリーニング対象面」と
もいう。）と接触する部分の硬度（以下「汚れ捕捉部の硬度」ともいう。）が９０以下に
抑えられているので、上記クリーニング対象面に粘着剤を好適に接触させることができる
。上記硬度とアクリル系粘着剤との組合せにより、有機質汚れ除去性のよい粘着クリーナ
ーが実現され得る。なお、本明細書において硬度とは、特記しない限り、ＪＩＳ　Ｋ　７
３１２に基づくアスカーＣ硬度をいう。上記硬度は、具体的には、後述する実施例に記載
の方法で測定される。
【０００７】
　また、この明細書によると、物品の表面に付着している有機質汚れを除去するために使
用される粘着クリーナーであって、上記物品の表面に接触することによって上記有機質汚
れを捕捉する汚れ捕捉部を備え、上記汚れ捕捉部は、上記物品の表面と接触する部分に粘
着剤を有し、上記粘着剤のトリオレイン吸収量が０．０５ｍｇ／ｍｍ３以上である粘着ク
リーナーが提供される。このようにトリオレイン吸収性のよい粘着剤を用いることにより
、良好な有機質汚れ除去性（例えば、皮脂汚れの除去性）を示す粘着クリーナーが実現さ
れ得る。
【０００８】
　上記粘着クリーナーは、汚れ捕捉部の硬度が９０以下であることが好ましい。このこと
によって上記粘着剤をクリーニング対象面に好適に接触させることができる。そして、上
記硬度を満たす汚れ捕捉部と体積あたりのトリオレイン吸収量の多い粘着剤との組合せに
より、より良好な有機質汚れ除去性を示す粘着クリーナーが実現され得る。
【０００９】
　また、この明細書によると、物品の表面に付着している有機質汚れを除去するために使
用される粘着クリーナーであって、上記物品の表面に接触することによって上記有機質汚
れを捕捉する汚れ捕捉部を備え、上記汚れ捕捉部は、上記物品の表面と接触する部分に粘
着剤を有し、当該部分における前記粘着剤の面積１ｃｍ２あたりのトリオレイン吸収量（
以下「面吸収量」ともいう。）が２ｍｇ以上である粘着クリーナーが提供される。このよ
うにトリオレイン吸収性のよい粘着剤を用いることにより、良好な有機質汚れ除去性（例
えば、皮脂汚れの除去性）を示す粘着クリーナーが実現され得る。
【００１０】
　上記粘着クリーナーは、汚れ捕捉部の硬度が９０以下であることが好ましい。このこと
によって上記粘着剤をクリーニング対象面に好適に接触させることができる。そして、上
記硬度および面吸収量の両方を満たす汚れ捕捉部によると、より良好な有機質汚れ除去性
を示す粘着クリーナーが実現され得る。
【００１１】
　なお、上記有機質汚れには、上述のように皮膚から分泌される皮脂が含まれることから
明らかなように、ナトリウムやカリウム、それらの塩等の無機物が含まれていてもよい。
【００１２】
　ここに開示されるいずれかの粘着クリーナーにおいて、上記粘着剤は、２００μｍ以上
の厚さを有することが好ましい。粘着剤の厚さを２００μｍ以上とすることにより、該粘
着剤の面積あたりの有機質汚れ吸収量を効果的に向上させることができる。このことは、
汚れ捕捉部の小型化や、繰り返し使用に対する性能維持性（耐久性）の観点から有意義で
ある。
【００１３】
　ここに開示される技術の好ましい一態様において、上記汚れ捕捉部は、上記粘着剤の背
面側に支持材を備える。このように構成された汚れ捕捉部は、支持材の特性を利用して上
記汚れ捕捉部を好適な硬度に調節しやすいので好ましい。上記支持材の構成材料としては
、例えばアクリル樹脂を好ましく用いることができる。なお、ここで粘着剤の「背面」と
は、該粘着剤が物品と接触する面（前面）とは反対側の面をいう。
【００１４】
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　ここに開示される粘着クリーナーの好ましい一態様において、上記汚れ捕捉部は円柱状
の転動部材を構成している。上記転動部材の外周面の少なくとも一部を構成するように粘
着剤が配置されていることが好ましい。このような構成のクリーナーによると、転動部材
を円柱の軸周りに転動させることで、その外周面に位置する粘着剤によって物品表面に付
着している有機質汚れを効率よく捕捉し、該表面から除去することができる。
【００１５】
　上記粘着剤としては、アクリル系ブロック共重合体を含む粘着剤を好ましく採用し得る
。このような組成の粘着剤において、良好な有機質汚れ除去性が発揮され得る。例えば、
アクリル系ブロック共重合体をベースポリマーとして含む粘着剤が好ましい。ここで、粘
着剤のベースポリマーとは、該粘着剤を構成するポリマー成分のうち５０重量％を超えて
含まれる成分をいう。
【００１６】
　上記粘着剤は、可塑剤をさらに含むことが好ましい。粘着剤に可塑剤を含ませることに
よって汚れ捕捉性が向上し得る。また、可塑剤を含むことによってクリーニング対象面か
らの剥離が軽くなり、汚れ除去作業性が向上し得る。また、使用の結果、汚れ捕捉能力が
低下した場合であっても、比較的短時間（例えば数分、あるいは数時間）のうちに汚れ捕
捉能力が回復するという作用（汚れ捕捉能力回復作用）が好適に発揮され得る。
【００１７】
　ここに開示される所定の構成を有する粘着クリーナーによると、皮脂汚れ（典型的には
動物に由来する皮脂汚れ。例えばヒトの皮脂汚れ）を効果的に取り除くことができる。し
たがって、ここに開示される粘着クリーナーの好ましい一態様は、上記有機質汚れとして
皮脂汚れを取り除くために使用される粘着クリーナーである。なお、本明細書において皮
脂汚れとは、皮脂を含有する汚れを指し、皮脂と他の有機成分や無機成分との混合物によ
る汚れを包含する意味である。したがって、上記皮脂汚れの概念には、手垢や指紋の他、
例えば、ファンデーションに含まれる顔料等の無機成分と皮脂との混合物、汗に含まれる
塩化ナトリウム等の無機成分と皮脂との混合物、保湿クリームや日焼け止め剤等の有機成
分と皮脂との混合物、等による汚れが含まれ得る。
【００１８】
　ここに開示される粘着クリーナーの好ましい一態様では、上記物品は、ガラス製または
合成樹脂製の表示面（典型的には、滑らかで平坦な表面）を有するポータブル機器である
。上記ポータブル機器は、日常的に携帯して使用されるものであるため、手垢、化粧品、
皮脂といったような有機質汚れが付着しやすい。特に、例えばタッチパネル方式の表示面
（表示部／入力部）を有するポータブル機器は、表示部／入力部を指で直接触れることに
よって操作するため、手垢、化粧品、皮脂等の有機質汚れがより付着しやすい。ここに開
示される粘着クリーナーは、そのような有機質汚れを容易に除去し得るため、上記のよう
な表示面（例えばタッチパネル方式の表示面）を有するポータブル機器の汚れ取りに特に
好ましく使用される。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】一実施形態に係る粘着クリーナーの使用時の構造を示す斜視図である。
【図２】図１のII方向矢視図である。
【図３】図１のIII方向矢視図である。
【図４】図１のIV方向矢視図である。
【図５】一実施形態に係る粘着クリーナーの不使用時の構造を示す斜視図である。
【図６】図５のVI方向矢視図である。
【図７】図５のVII方向矢視図である。
【図８】図５のVIII方向矢視図である。
【図９】一実施形態に係る粘着クリーナーの使用態様の一例を示す説明図である。
【図１０】他の一実施形態に係る粘着クリーナーを示す正面図である。
【図１１】他の一実施形態に係る粘着クリーナーの汚れ捕捉部を示す断面図である。
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【図１２】さらに他の一実施形態に係る粘着クリーナーを示す斜視図である。
【図１３】一実施形態に係る粘着クリーナーの汚れ捕捉能力の回復作用を模式的に説明す
る図である。
【図１４】粘着剤の体積あたりのトリオレイン吸収量を示す特性図である。
【図１５】粘着剤の面積あたりのトリオレイン吸収量（面吸収量）を示す特性図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。なお、本明細書において特に言及している
事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、当該分野における従来技術に基づ
く当業者の設計事項として把握され得る。本発明は、本明細書に開示されている内容と当
該分野における技術常識とに基づいて実施することができる。また、以下の図面において
、同じ作用を奏する部材・部位には同じ符号を付して説明することがあり、重複する説明
は省略または簡略化することがある。
【００２１】
　ここに開示される粘着クリーナーの使用対象となる物品は特に制限されない。滑らかな
表面（典型的には、滑らかで平坦な表面）を有する物品が好ましい。そのような物品の例
として、ショーウインドウガラス、ガラステーブル、ショーケース、鏡、水槽、各種ディ
スプレイ（埋め込み型または据え置き型、あるいはポータブルなテレビやＰＣのディスプ
レイ等）、タッチパネル方式の表示部／入力部を備える各種の機器（現金自動預け払い機
（ＡＴＭ）、カーナビゲーションシステムの操作端末、案内板等の、据え置き型またはポ
ータブルな機器）等が挙げられる。これらが有する滑らかな表面（例えば、透明なガラス
面）に付着した有機質汚れは見苦しいため、見つけられ次第、迅速に除去されることが望
ましい。したがって、ここに開示される粘着クリーナーの好ましい使用対象となり得る。
【００２２】
　また、ここに開示される粘着クリーナーの使用対象となる物品の好適例として、種々の
ポータブル機器が挙げられる。ここでポータブル機器とは携帯可能な機器をいい、特定の
機器に限定されない。外面の少なくとも一部に滑らかな表面（典型的には、滑らかで平坦
な表面）を有するポータブル機器が好ましい。そのようなポータブル機器として、例えば
、ノート型ＰＣ等のポータブルＰＣ、電子ブック等のタブレット型情報端末、スマートフ
ォンその他の携帯電話機、携帯ゲーム機、電子手帳等のＰＤＡ（携帯情報端末）、デジタ
ルカメラ、デジタルフォトフレーム、手鏡等が挙げられる。これらは日常的に携帯して使
用されるものであるため、埃や、特に手垢、化粧品、皮脂といったような有機質汚れが付
着しやすい。また、これらのポータブル機器のなかには、滑らかな表面（典型的にはガラ
ス製または合成樹脂製の表面）が液晶ディスプレイや有機ＥＬディスプレイ等の表示面と
なっているものがあり、上記表示面に有機質汚れが付着すると表示面に表示された情報が
見にくくなり使い勝手がよくない。さらに、有機質汚れの付着の程度によっては不潔な印
象を与えかねない。このような表示面を有するポータブル機器は、ここに開示される粘着
クリーナーの好ましい使用対象となり得る。
【００２３】
　また、タッチパネル方式の表示部／入力部を有する機器は、使用者が表示面を指で直接
触れるため、上述の有機質汚れがより付着しやすい。そのため、ここに開示される粘着ク
リーナーの好ましい使用対象となり得る。そのなかでも電子ブック等のタブレット型情報
端末は、表示面が比較的大きいため、上記粘着クリーナーの特に好ましい使用対象として
把握される。
【００２４】
　ここに開示される粘着クリーナーの他の好ましい使用対象として、スマートフォンその
他の携帯電話機が挙げられる。携帯電話機は、該携帯電話機を耳元や口元に近づけて通話
する際等に顔に接触し、顔の皮脂や化粧品等の有機質汚れが付着しやすい。また、顔に接
触または近接して使用され得る機器であるため、表面の有機質汚れを取り除くことによっ
て使用者に清潔感を与える意義が大きい。したがって、上記粘着クリーナーの特に好まし
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い使用対象として把握される。
【００２５】
＜粘着クリーナーの構造＞
　以下、ここに開示される粘着クリーナー（以下、単にクリーナーともいう。）のいくつ
かの実施形態を説明する。
【００２６】
　（第一実施形態）
　図１～９を参照しながら、第一実施形態に係る粘着クリーナー１００について説明する
。このクリーナー１００は、粘着ロール１３０を含む転動部材１１０と、転動部材１１０
を回転自在に軸支するケース１４０とを備える。
【００２７】
　粘着ロール１３０は、本実施形態において汚れ捕捉部として機能する部材である。この
粘着シート１３０は、全体として円筒形状（中空円柱形状）に形成されており、該円筒の
外周面を構成する粘着剤層１３２と、粘着剤層１３２の内周側（背面側）に配置された円
筒形状の支持材１３４とを有する。粘着剤層１３２と支持材１３４とは、例えば共押出し
により一体成形されている。クリーナー１００は、汚れ捕捉部の硬度、すなわち粘着ロー
ル１３０の外周面（粘着剤層１３２の表面）について測定される硬度が９０以下となるよ
うに構成されている。上記硬度は、後述する実施例に記載の方法より測定することができ
る。なお、本明細書において粘着ロールの外周面の硬度（汚れ捕捉部の硬度）とは、該粘
着ロールの外周面（粘着剤の表面）に硬度計を適用して測定される硬度を指し、厚さをも
たない最表面のみの硬度を指す意図ではない。他の実施形態についても同様である。粘着
剤層１３２および支持材１３４の材質や厚さは、汚れ捕捉部の硬度が適切な範囲となるよ
うに適宜設定することができる。粘着ロール１３０の各部のサイズは、例えば、後述する
実施例に記載の例１に係る粘着ロールと同様とすることができる。
【００２８】
　ケース１４０は、大まかにいって、やや細長い柱状であって、該柱状における側面に開
口部１５２を有するケース本体１５０と、開口部１５２を横断して配置されケース本体１
５０に対して回転可能に取り付けられた蓋体１６０とを含む。
【００２９】
　ケース本体１５０は、開口部１５２の長手方向両側をそれぞれ区画する細長面１５１ａ
，１５１ｂと、これらの間に位置し開口部１５２に対向する底面１５１ｃと、開口部１５
２の長手方向の一端および他端をそれぞれ区画する端面１５１ｄ，１５１ｅとを備える。
細長面１５１ａ，１５１ｂおよび底面１５１ｃの長手方向の長さは約６ｃｍである。細長
面１５１ａ，１５１ｂの幅は約１．３ｃｍ、開口部１５２の長手方向両端における細長面
１５１ａ，１５１ｂの間隔は約２ｃｍである。細長面１５１ａ，１５１ｂの長手方向中央
部には、ケース本体１５０の内側へのくびれ１５４が形成されている。くびれ１５４は、
クリーナー１００を手で持ちやすくするために役立ち得る。くびれ１５４の深さは、例え
ば約３～５ｍｍ程度である。端面１５１ｄ，１５１ｅの各々には、細長面１５１ａ，１５
１ｂよりも開口部１５２側に延びる延長部１５６が形成されている。これらの延長部１５
６には、直径約８ｍｍの円形の貫通孔１５８がそれぞれ形成されている。
【００３０】
　蓋体１６０は、大まかにいって、周面１６２の両端に頂面１６０ａおよび底面１６０ｂ
を有する円筒を、該円筒の中心軸に沿う平面で半分に切断した形状を有する。蓋体１６０
には、周面１６２の内周側に、半円形の断面形状を有する窪み１６３が形成されている。
頂面１６０ａおよび底面１６０ｂには、蓋体１６０の軸方向外側に突出する略円柱状の突
出部１６６が設けられている。この突出部１６６をケース本体１５０の貫通孔１５８に挿
入することにより、蓋体１６０がケース本体１５０に回転可能に支持されている。また、
突出部１６６には直径約２ｍｍの貫通孔１６８が形成されている。この貫通孔１６８は、
図４，８によく示されるように、上記略円柱状の中心から蓋体１６０の開口側に偏心した
位置（図示する例では突出部１６６の外周端付近）に設けられている。
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【００３１】
　粘着ロール１３０は、上記円筒形状の中心軸となる位置に中心孔１３５を有し、この中
心孔１３５に棒状の保持部材１２０が圧入されて一体化している。このことによって、粘
着ロール１３０と保持部材１２０とを含む転動部材１１０が構成されている。保持部材１
２０の両端は、粘着ロール１３０の軸方向の両端から少し突出している。この両端を蓋体
１６０の突出部１６６に設けられた貫通孔１６８に挿入することにより、転動部材１１０
（粘着ロール１３０）が蓋体１６０に転動自在に保持されている。
【００３２】
　クリーナー１００は、ケース本体１５０に対して蓋体１６０を回転させることで、クリ
ーナー１００を使用に適した状態および保管に適した状態とし得るように構成されている
。具体的には、クリーナー１００の不使用時（汚れ取り操作を行わないとき）には、図５
～８に示すように蓋体１６０の窪み１６３がケース本体１５０の内側を向いた状態（閉状
態）とすることにより、粘着ロール１３０をケース１４０に収容することができる。これ
により、粘着ロール１３０にゴミ等が非意図的に付着する事象を抑制することができる。
使用時には、蓋体１６０を回転させて図１～４に示すように窪み１６３がケース本体１５
０の外側を向いた状態（開状態）とすることにより、粘着ロール１３０を外部に露出させ
て、クリーナー１００を使用に適した状態とすることができる。粘着ロール１３０の回転
軸は、突出部１６６において蓋体１６０の開口側に偏心した位置に設けられている。この
ことによって、蓋体１６０の開状態においては粘着ロール１３０をケース本体１６０から
突出させてクリーニング対象面に適用しやすい状態とすることができ、かつ蓋体１６０の
閉状態における形状を小型化することができる。
【００３３】
　クリーナー１００において、蓋体１６０の開閉（回転）操作は極めて容易であり、使い
勝手がよい。蓋体１６０の長手方向の中央部には、蓋体１６０の回転操作を容易とするた
めおよび蓋体１６０の姿勢（回転角）を規制するために、つまみ１６４が設けられている
。このつまみ１６４がケース本体１５０の細長面１５１ａ，１５１ｂに係止されることで
蓋体１６０の姿勢を安定させることができる。
【００３４】
　ケース１４０の構成材料は特に制限されないが、成形性や軽量性等の観点から、各種の
樹脂材料を好ましく用いることができる。例えば、ポリエチレンやポリプロピレン等のオ
レフィン樹脂、ポリエステル樹脂、スチレン樹脂、アクリロニトリルブタジエンスチレン
（ＡＢＳ）樹脂等の樹脂材料が挙げられる。これらの樹脂材料は、１種を単独でまたは２
種以上を組み合わせて用いることができる。２種以上の樹脂材料は、ブレンドして用いて
よく、あるいは別々の箇所を構成する材料として用いてもよい。ケース１４０の一端には
、ループ１４２が一体に形成されている。このループ１４２の用途は特に限定されない。
ループ１４２は、例えば、公知のストラップ等を用いてクリーナー１００と各種の物品（
例えばクリーニング対象物）とを繋いだり、クリーナー１００に装飾や目印（名札等）を
つけたりするために役立ち得る。
【００３５】
　上記構成を有するクリーナー１００の使用態様について説明する。図９に示すように、
クリーナー１００は、ポータブル機器１の表示部２に付着した有機質汚れを取り除くため
に使用される。ポータブル機器１の表示部２は、滑らかで平坦な表面を有している。作業
者は、上記開状態にあるクリーナー１００の粘着ロール１３０を表示部２に接触させて、
クリーナー１００に所定の外力を加える。より詳しくは、ケース本体１５０を手で持ち、
粘着ロール１３０を表示部２に押し付けつつ、表示部２の表面に沿ってクリーナー１００
を粘着ロール１３０の軸に垂直な方向（図中の矢印方向）に移動させる。すると、粘着ロ
ール１３０は転動しながら表示部２上を移動する。このとき、粘着ロール１３０の外周に
配置された粘着剤層１３２が表示部２に存在する有機質汚れ（例えば、皮脂を含む手垢や
指紋等の皮脂汚れ）を捕捉する。これにより、粘着ロール１３０の転動方向に沿って表示
部２のクリーニング（汚れ取り）が簡易にかつ確実に行われる。なお、この実施形態にお
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けるポータブル機器は、表示部全体がアルミノケイ酸ガラス等の強化ガラスで構成されて
いるタブレット型情報端末であるが、これに限定されないことは上述のとおりである。
【００３６】
　ここで、粘着ロール１３０は、クリーニング対象面（ここでは表示部２）に接触する部
分である外周面の硬度が９０以下となるように構成されている。このため、粘着ロール１
３０の表示部２への押付け圧によって、図９に示すように、粘着ロール１３０の表示部２
との接触箇所が偏平に変形する。これにより、より硬度の高い粘着ロールを用いたクリー
ナー（例えば、図９において仮想線で示したクリーナー９０）に比べて、粘着ロール１３
０と表示部２との接触面積をより広くすることができる。その結果、クリーナー１００を
移動させる速度が同じであれば、粘着ロール１３０の外周に配置された粘着剤層１３２と
表示部２との接触時間をより長くすることができる。このことによって、より高い汚れ捕
捉性が発揮され得る。
【００３７】
　粘着ロール１３０の外周面の硬度がより低くなると、粘着ロール１３０とクリーニング
対象面との接触時間はより長くなる傾向にある。したがって、上記外周面の硬度をより低
くすることにより、より高い汚れ捕捉性が実現され得る。かかる観点から、上記硬度は、
７５以下であることが好ましく、６０以下とすることがより好ましく、５５以下とするこ
とがさらに好ましい。硬度の下限は特に限定されず、例えば後述する実施例に記載の方法
で測定される硬度が０であってもよい。粘着ロール１３０の取扱い容易性や外力による損
傷防止性の観点から、上記硬度は、通常は１以上が適当であり、３以上が好ましく、５以
上がより好ましい。上記硬度を１０以上とすることにより、粘着剤層１３２の表面をクリ
ーニング対象面により的確に圧着することができ、汚れ捕捉性能が向上し得る。かかる観
点から、上記硬度は、通常は１５以上とすることが適当であり、２５以上が好ましく、３
０以上がより好ましく、３５以上がさらに好ましい。好ましい一態様において、上記硬度
が４０以上（例えば４５以上）であってもよい。
【００３８】
　ここに開示される技術において、粘着剤層１３２の厚さの下限は、目的および形態に応
じて適宜選択することができ、特に限定されない。有機質汚れの捕捉性の観点から、粘着
剤層１３２の厚さは、例えば１０μｍ以上とすることができ、通常は２５μｍ以上とする
ことが適当であり、５０μｍ超とすることが好ましく、１００μｍ超とすることがより好
ましい。繰り返し使用に対する性能維持性等の観点からは、粘着剤層１３２の厚さを１５
０μｍ超とすることが有利であり、２００μｍ超とすることが好ましく、３００μｍ超と
することがより好ましい。粘着剤層１３２の厚さが大きくなると、粘着ロール１３０の外
周面の硬度は低くなる傾向にある。したがって、粘着剤層１３２の厚さを大きくすること
は、汚れ捕捉性能の観点からも有利となり得る。好ましい一態様において、粘着剤層１３
２の厚さを５００μｍ以上とすることができ、６００μｍ以上としてもよく、さらに７０
０μｍ以上としてもよい。粘着剤層１３２の厚さの上限は特に限定されない。クリーナー
１００の小型化や軽量化を意識する場合には、粘着剤層１３２の厚さを２０ｍｍ以下とす
ることが適当であり、１５ｍｍ以下とすることが適当であり、１０ｍｍ以下とすることが
好ましい。また、粘着ロール１３０の生産性や取扱い容易性の観点からは、粘着剤層１３
２の厚さを３ｍｍ以下とすることが好ましく、２ｍｍ以下（例えば１ｍｍ以下）とするこ
とがより好ましい。これら粘着剤層１３２の厚さの上限値および下限値は、粘着ロールが
粘着剤の背面に支持材を有しない構成（例えば、粘着ロールの全体が粘着剤からなる成形
体である構成）における粘着剤の厚さにも好ましく適用され得る。この場合、粘着剤の厚
さとは、粘着ロールの形状が円筒状である場合にはその円筒の厚さ（壁面の厚さ）をいう
。粘着ロールの形状が中実の円柱状である場合には、該円柱の半径をいう。
【００３９】
　本実施態様に係る構成において、支持材１３４の厚さの下限は特に限定されない。粘着
剤層１３２の背面側に支持材１３４を配置することによる効果（例えば、硬度の調整、取
扱い性向上等の効果）をよりよく発揮する観点から、支持材１３４の厚さは、通常は１０
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０μｍ超とすることが好ましく、２００μｍ以上とすることがより好ましい。支持材１３
４の厚さの上限は特に限定されず、例えば３０ｍｍ以下とすることができる。ここで、支
持材１３４の厚さとは、支持材の形状が円筒状である場合にはその円筒の厚さをいう。支
持材の形状が中実の円柱状である場合には、該円柱の半径をいう。
【００４０】
　粘着ロール１３０の外径（直径）は特に限定されない。汚れ捕捉性および繰り返し使用
に対する性能維持性の観点から、粘着ロール１３０の外径は、通常は３ｍｍ以上が適当で
あり、５ｍｍ以上が好ましい。また、使用対象がタブレット型情報端末等のポータブル機
器の場合、操作性や携帯性の観点から、上記外径は５０ｍｍ以下（例えば３５ｍｍ以下、
典型的には３０ｍｍ以下）であることが好ましい。好ましい一態様において、上記外径を
２０ｍｍ以下とすることができ、１５ｍｍ以下としてもよく、さらに１０ｍｍ以下として
もよい。ここに開示されるクリーナーは、汚れ捕捉性および繰り返し使用に対する性能維
持性の高いものとなり得るので、このように外径を小さくしても十分な性能を発揮し得る
。
【００４１】
　このように円筒状の支持材１３４の外周に粘着剤層１３２を有する粘着ロール１３０を
作製する方法は特に限定されず、従来公知の手法を適宜採用することができる。例えば、
粘着剤層形成用の粘着剤組成物と支持材形成用の組成物とを一般的な押出成形機に投入し
て長尺な管状の押出成形物を得、その押出成形物を適当な長さにカットすることにより作
製することができる。また、まず長尺な管状の支持材１３４を形成し、その支持材１３４
の周囲に粘着剤組成物を押出成形または塗付により形成することによっても作製すること
ができる。
【００４２】
　（第二実施形態）
　図１０，１１に示すように、本実施形態に係るクリーナー１０は、円筒状の保持部材（
巻芯）２０と、保持部材２０の外周面に保持された粘着シートロール３０とを備える。保
持部材２０と粘着シートロール３０とは一体となって円筒状の転動部材として構成されて
いる。保持部材の材質は特に限定されず、ポリオレフィン系その他の合成樹脂製や紙製の
ものを好ましく使用することができる。
【００４３】
　クリーナー１０は、保持部材２０を転動自在に支持する棒状の把持部材４０をさらに備
える。具体的には、保持部材２０には、その円筒の中心軸となる位置に中心孔（図示せず
）が形成されており、この中心孔に把持部材４０の端部（一端）を挿通することによって
、保持部材２０は転動自在に把持部材４０に取り付けられている。また、把持部材４０の
他端には取っ手４２が取り付けられている。把持部材、取っ手の材質は特に限定されず、
例えば金属製、合成樹脂製のものを採用することができる。
【００４４】
　クリーナー１０の粘着シートロール３０は、汚れ捕捉部を構成する粘着シート３１を巻
回することによって形成されている。具体的には、粘着シート３１は、図１１に示すよう
に、長尺シート状（帯状）の支持基材（支持材）３６と、該支持基材３６の一方の面３６
Ａに配置された粘着剤層３２とを備える片面粘着シート３１として構成されている。粘着
剤層３２は、典型的にはアクリル系粘着剤により構成されている。粘着シート３１は、そ
の粘着剤層３２が外側となるように巻回されることによって粘着シートロール（汚れ捕捉
部）３０として形成されている。
【００４５】
　粘着シートロール３０は、外周面の硬度が９０以下となるように構成されている。上記
硬度の好適範囲としては、第一実施形態のクリーナー１００における粘着ロール１３０の
外周面と同様の範囲を適用することができる。粘着剤層３２や支持基材３６の材質や厚さ
は、上記硬度が適切な範囲となるように適宜設定することができる。例えば、支持基材３
６としては、軟質アクリル樹脂シートや発泡体シート等を好ましく採用し得る。粘着シー
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トロール３０のサイズは特に限定されない。例えば、第一実施形態のクリーナー１００に
おける粘着ロール１３０と同程度の外径（未使用の状態における外径（直径）をいう。）
が好ましい。
【００４６】
　なお、粘着シートロールを構成する粘着シートには、粘着剤層表面（汚れ捕捉部の外表
面）の更新を効率的に行うための切断手段として、連続した切れ目、断続的な切れ目（ミ
シン目）、スリット等が設けられていてもよい。この場合、上記切断手段は、粘着シート
ロールのほぼ一周に相当する長さ毎に設けられていることが好ましい。
【００４７】
　上記第一実施形態や第二実施形態のクリーナーは、汚れ捕捉部を転動自在に支持する把
持部材を含み、上記汚れ捕捉部を転動させて汚れを捕捉するように構成されていたが、こ
こに開示される粘着クリーナーは上記実施形態のものに限定されない。例えば、把持部材
は、上記汚れ捕捉部に直接的または間接的に接続（連結または着脱可能に接続）されるも
のであり得る。そのような粘着クリーナーとしては、例えば棒状の把持部材の一端に円柱
状や直方体状の粘着体が固定されたものが挙げられる。あるいはまた、把持部材が平面部
を有し、該平面部の片面に汚れ捕捉部が固定されたものであってもよい。
【００４８】
　また、ここに開示される粘着クリーナーは、把持部材を有さず、１または２以上の汚れ
捕捉部のみから構成されたものであってもよい。そのような粘着クリーナーとしては、例
えば球形状や円柱状、円筒状、六面体状（例えば直方体状）、シート状等の汚れ捕捉部の
みから構成されているクリーナーが挙げられる。汚れ捕捉部のみから構成されているクリ
ーナーの一例を以下に示す。
【００４９】
　（第三実施形態）
　図１２に示すように、本実施形態に係るクリーナー２００は、シート状の支持基材（支
持材）２３６と該支持基材２３６の一方の面２３６Ａに配置された粘着剤層２３２とを備
える片面粘着シート（汚れ捕捉部）２３１を含む。クリーナー２００は、複数枚の粘着シ
ート２３１を、各粘着シート２３１の支持基材２３６の他方の面２３６Ｂに次の粘着シー
ト２３１の粘着面２３２Ａが当接するようにして積層し、その積層体を所望の形状（図１
２に示す例では円形）に打抜くことにより、所望の平面形状（型抜き形状）を有する粘着
シート２３１の積層体として製造され得る。ここで、支持基材２３６の他方の面２３６Ｂ
は、粘着シート２３１の表面（粘着面）２３２Ａを剥離可能な剥離面となっている。クリ
ーナー２００の使用時には、上記積層体の最も外側に位置する粘着シート２３１を隣接す
る粘着シート２３１の他方の面２３６Ｂから剥がし、露出した粘着面をクリーニング対象
面に押し当て、次いで剥がすことによりクリーニング対象面の汚れ除去作業が行われる。
【００５０】
　粘着シート２３１は、粘着面２３２Ａの硬度が９０以下となるように構成されている。
上記硬度の好適範囲としては、上述した第一実施形態のクリーナー１００における粘着ロ
ール１３０の外周面と同様の範囲を適用することができる。粘着剤層２３２の材質や厚さ
ならびに支持基材２３６の材質や厚さは、上記硬度が適切な範囲となるように適宜設定す
ることができる。例えば、支持基材２３６としては、軟質アクリル樹脂シートや発泡体シ
ート等を好ましく採用し得る。
【００５１】
　上述した第一、第二および第三実施形態の各々は、変形例として、各実施形態における
汚れ捕捉部が、以下の特徴：（１）該汚れ捕捉部に具備されている粘着剤のトリオレイン
吸収量が０．０５ｍｇ／ｍｍ３以上である；および（２）該汚れ捕捉部のクリーニング対
象面と接触する部分における上記粘着剤の面積１ｃｍ２あたりのトリオレイン吸収量（例
えば、第一実施形態における粘着剤層１３２の面吸収量）が２ｍｇ以上である；の少なく
ともひとつを有する態様で好ましく実施することができる。このようにトリオレイン吸収
性のよい汚れ捕捉部によると、良好な有機質汚れ除去性（特に、皮脂汚れ除去性）を示す
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粘着クリーナーが実現され得る。これらの変形例において、汚れ捕捉部の硬度は特に限定
されない。上記変形例は、上記特徴（１）および（２）のいずれか一方または両方を有し
、かつ汚れ捕捉部の硬度が９０以下である態様で好ましく実施され得る。
【００５２】
＜粘着剤＞
　ここに開示される粘着クリーナーにおける汚れ捕捉部は、物品の表面（クリーニング対
象面）と接触する部分に粘着剤を有する。粘着剤の材質や厚さは、上記汚れ捕捉部におい
て良好な有機質汚れ除去性が発揮され得るように設定することができる。例えば、アクリ
ル系粘着剤、ゴム系粘着剤（例えば天然ゴム系粘着剤）、ウレタン系粘着剤等を用いるこ
とができる。ここでアクリル系粘着剤とは、アクリル系ポリマーをベースポリマー（ポリ
マー成分のなかの主成分、すなわち５０重量％を超えて含まれる成分）とする粘着剤をい
う。他の粘着剤についても同様である。
【００５３】
　ここに開示されるクリーナーの好ましい一態様において、該クリーナーは、クリーニン
グ対象面に接触する部分に、アクリル系ポリマーをベースポリマーとする粘着剤（アクリ
ル系粘着剤）を備える。上記アクリル系ポリマーは、アルキル基を有するアルキル（メタ
）アクリレートを主モノマーとして含むモノマー原料から合成することができる。ここで
主モノマーとは、全モノマー成分の５０重量％超を占めるモノマー成分を指す。なお、本
明細書中において「（メタ）アクリレート」とは、アクリレートおよびメタクリレートを
包括的に指す意味である。同様に、「（メタ）アクリロイル」はアクリロイルおよびメタ
アクリロイルを、「（メタ）アクリル」はアクリルおよびメタクリルを、それぞれ包括的
に指す意味である。
【００５４】
　上記モノマー原料が２種以上のモノマーを含む場合、上記アクリル系ポリマーは、ラン
ダム共重合体であってもよく、ブロック共重合体やグラフト共重合体等であってもよい。
製造容易性や取扱い性の観点から好ましいアクリル系ポリマーとして、ランダム共重合体
およびブロック共重合体が挙げられる。アクリル系ポリマーは、１種を単独でまたは２種
以上を組み合わせて用いることができる。
【００５５】
　　［アクリル系ランダム共重合体］
　好ましい一態様に係るアクリル系ポリマーは、アルキル基を有するアルキル（メタ）ア
クリレートを主モノマーとして含むモノマー原料から合成されたアクリル系ランダム共重
合体を含む。上記アルキル（メタ）アクリレートとしては、例えば、下記一般式（１）：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＯＲ２　　　　（１）；
で表される化合物を好適に用いることができる。ここで、上記一般式（１）中のＲ１は水
素原子またはメチル基である。また、Ｒ２は炭素原子数１～２０のアルキル基（以下、こ
のような炭素原子数の範囲を「Ｃ１－２０」と表すことがある。）である。粘着剤の貯蔵
弾性率等の観点から、Ｃ１－１４（例えばＣ１－１０）のアルキル基を有するアルキル（
メタ）アクリレートが好ましい。上記アルキル基は、鎖状（直鎖状および分岐状を包含す
る意味である）であってもよく、環状構造を含んでいてもよい。
【００５６】
　上記Ｃ１－２０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートとしては、例えば
、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）ア
クリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イ
ソブチル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）
アクリレート、ｎ－ペンチル（メタ）アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、
ネオペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシ
ル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘプチル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）ア
クリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレ
ート、ｎ－ノニル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル
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（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ボルニル（メタ）アクリレー
ト、イソボルニル（メタ）アクリレート、ウンデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（
メタ）アクリレート、トリデシル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレ
ート、ペンタデシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、ヘプタデ
シル（メタ）アクリレート、オクタデシル（メタ）アクリレート、ノナデシル（メタ）ア
クリレート、エイコシル（メタ）アクリレート等が挙げられる。これらアルキル（メタ）
アクリレートは、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００５７】
　有機質汚れ（例えば皮脂汚れ）の除去性の観点から、上記モノマー原料は、Ｃ４－１４

の鎖状アルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートを主モノマーとして含むことが
好ましい。Ｃ６－１２の鎖状アルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートを主モノ
マーとして含むことがより好ましい。このことによって、より良好な有機質汚れ除去性が
実現される傾向にある。そのようなアルキル（メタ）アクリレートの好適例として、２－
エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）、イソオクチルアクリレート（ＩＯＡ）、イソ
ノニルアクリレート（ＩＮＡ）およびラウリルメタクリレート等が挙げられる。なかでも
２ＥＨＡ、ＩＯＡおよびＩＮＡが好ましく、２ＥＨＡが特に好ましい。
【００５８】
　アクリル系ランダム共重合体を構成する全モノマー成分に占める主モノマーの割合は、
６０重量％以上であることが好ましく、８０重量％以上であることがより好ましく、９０
重量％以上であることがさらに好ましい。全モノマー成分に占める主モノマーの割合の上
限は特に限定されないが、粘着性能（粘着力、凝集力など）の調整を容易とする観点から
、通常は９９重量％以下（例えば９８重量％以下、典型的には９５重量％以下）とするこ
とが好ましい。アクリル系ランダム共重合体は、実質的に主モノマーのみを重合したもの
であってもよい。
【００５９】
　上記アクリル系ランダム共重合体を重合するために用いられるモノマー原料は、粘着性
能の調整等を目的として、主モノマーに加えて、該主モノマーと共重合可能な副モノマー
（オリゴマーであり得る。）をさらに含んでもよい。そのような副モノマーとしては、官
能基を有するモノマー（以下、官能基含有モノマーともいう。）が挙げられる。上記官能
基含有モノマーは、アクリル系ポリマーに架橋点を導入し、粘着性能（粘着力、凝集力等
）を調節しやすくする目的で添加され得る。そのような官能基含有モノマーとしては、カ
ルボキシ基含有モノマー、酸無水物基含有モノマー、ヒドロキシ基（水酸基）含有モノマ
ー、アミド基含有モノマー、アミノ基含有モノマー、エポキシ基（グリシジル基）含有モ
ノマー、アルコキシ基含有モノマー、アルコキシシリル基含有モノマーが挙げられる。こ
れらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。なかでも、アク
リル系ポリマーに架橋点を好適に導入することができ、また、粘着剤の架橋密度を調節し
やすいことから、カルボキシ基、ヒドロキシ基、エポキシ基等の官能基含有モノマーが好
ましく、カルボキシ基含有モノマーまたはヒドロキシ基含有モノマーがより好ましい。
【００６０】
　カルボキシ基含有モノマーとしては、例えばアクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、
カルボキシエチル（メタ）アクリレート、カルボキシペンチル（メタ）アクリレート等の
エチレン性不飽和モノカルボン酸、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸等
のエチレン性不飽和ジカルボン酸等が挙げられる。なかでも、アクリル酸および／または
メタクリル酸が好ましく、アクリル酸が特に好ましい。
　酸無水物基含有モノマーとしては、例えば無水マレイン酸、無水イタコン酸等の上記エ
チレン性不飽和ジカルボン酸等の酸無水物等が挙げられる。
　ヒドロキシ基（水酸基）含有モノマーとしては、例えば２－ヒドロキシエチル（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル
（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブ
チル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート類、Ｎ－メチロ
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ール（メタ）アクリルアミド、ビニルアルコール、アリルアルコール、２－ヒドロキシエ
チルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、ジエチレングリコールモノ
ビニルエーテル等の不飽和アルコール類等が挙げられる。
　アミド基含有モノマーとしては、例えば（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－メチロールプロパン（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
　アミノ基含有モノマーとしては、例えばアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリレ
ート等が挙げられる。
　エポキシ基（グリシジル基）含有モノマーとしては、例えばグリシジル（メタ）アクリ
レート、メチルグリシジル（メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテル等が挙げら
れる。
　アルコキシ基含有モノマーとしては、例えばメトキシエチル（メタ）アクリレート、エ
トキシエチル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
　アルコキシシリル基含有モノマーとしては、例えば３－（メタ）アクリロキシプロピル
トリメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－（メ
タ）アクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピル
メチルジエトキシシラン等が挙げられる。
【００６１】
　上述のような官能基含有モノマーを用いる場合、アクリル系ポリマーを重合するための
全モノマー成分中に上記官能基含有モノマー（好適にはカルボキシ基含有モノマー）が１
～１０重量％（例えば２～８重量％、典型的には３～７重量％）配合されていることが好
ましい。
【００６２】
　また副モノマーとして、アクリル系ポリマーの凝集力を高める等の目的で、上記官能基
含有モノマー以外のモノマーを含んでもよい。そのようなモノマーとしては、例えば、酢
酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニルエステル系モノマー；スチレン、置換スチレン
（α－メチルスチレン等）、ビニルトルエン等の芳香族ビニル化合物；等が挙げられる。
【００６３】
　モノマー原料からアクリル系ポリマー（アクリル系ランダム共重合体）を合成する方法
は特に限定されず、従来公知の溶液重合、乳化重合、塊状重合、懸濁重合等の一般的な重
合方法を適宜採用することができる。重合の態様は特に限定されず、従来公知のモノマー
供給方法、重合条件（温度、時間、圧力等）、モノマー以外の使用成分（重合開始剤、界
面活性剤等）を適宜選択して行うことができる。
【００６４】
　重合開始剤としては、特に限定されないが、例えば２，２’－アゾビスイソブチロニト
リル等のアゾ系開始剤、過酸化ベンゾイル等の過酸化物系開始剤、フェニル置換エタン等
の置換エタン系開始剤、過酸化物と還元剤とを組み合わせたレドックス系開始剤（例えば
、過酸化物とアスコルビン酸ナトリウムとの組合せ）等が例示される。重合開始剤の使用
量は、重合開始剤の種類やモノマーの種類（モノマー混合物の組成）等に応じて適宜選択
できる。重合開始剤の使用量は、通常、全モノマー成分１００重量部に対して、例えば０
．００５～１重量部程度の範囲から選択することが適当である。重合温度は、例えば２０
℃～１００℃（典型的には４０℃～８０℃）程度とすることができる。
【００６５】
　アクリル系ランダム共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は特に限定されない。例えば、
Ｍｗが概ね３０万～１００万程度のアクリル系ランダム共重合体をベースポリマーとして
好適に使用することができる。好ましい一態様において、上記粘着剤は、Ｍｗが上記範囲
にあるアクリル系ランダム共重合体をベースポリマーとして含む溶剤型粘着剤組成物から
形成されたものであり得る。
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【００６６】
　　［アクリル系ブロック共重合体］
　好ましい他の一態様に係るアクリル系ポリマーは、１分子中にハードセグメント（Ａ）
（以下「Ａブロック」ともいう。）とソフトセグメント（Ｂ）（以下「Ｂブロック」とも
いう。）とを有するアクリル系ブロック共重合体を含む。上記ハードセグメント（Ａ）と
は、アクリル系ブロック共重合体の構造のうち、該アクリル系共重合体におけるソフトセ
グメント（Ｂ）との関係で、相対的に硬いブロックを指す。また、上記ソフトセグメント
（Ｂ）とは、上記アクリル系ブロック共重合体の構造のうち、上記ハードセグメント（Ａ
）との関係で、相対的に柔らかいブロックを指す。
【００６７】
　上記アクリル系ブロック共重合体は、熱可塑性ポリマー（典型的には熱可塑性エラスト
マー）の性質を示すものであり得る。ここに開示される粘着剤は、上記アクリル系ブロッ
ク共重合体をベースポリマーとして含むことにより、加熱溶融状態での成形に適した粘着
剤（ホットメルト型粘着剤）であり得る。上記加熱溶融状態での成形の例には、粘着剤を
押出成形（例えば、支持材との共押出し成形）や射出成形により成形することと、粘着剤
を加熱溶融状態で塗工することとが含まれる。ホットメルト型粘着剤は、一般的な有機溶
剤型のアクリル系粘着剤に比べて有機溶剤の使用量を低減し得るため、環境負荷軽減等の
観点から好ましい。
【００６８】
　ここで、アクリル系ブロック共重合体とは、該共重合体を構成するモノマー単位（構成
モノマー成分）として、１分子中に少なくとも１つの（メタ）アクリロイル基を有するモ
ノマー（以下「アクリル系モノマー」ともいう。）に由来するモノマー単位を含む、ブロ
ック構造の重合体をいう。すなわち、アクリル系モノマーに由来するモノマー単位を含む
ブロック共重合体をいう。例えば、全モノマー単位の５０重量％以上がアクリル系モノマ
ーに由来するモノマー単位であるアクリル系ブロック共重合体が好ましい。このようなア
クリル系ブロック共重合体は、例えば、アルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレー
トを主モノマーとして含むモノマー原料から好ましく合成することができる。
【００６９】
　上記アクリル系ブロック共重合体としては、少なくとも１つのアクリレートブロック（
以下、Ａｃブロックともいう。）と、少なくとも１つのメタクリレートブロック（以下、
ＭＡｃブロックともいう。）とを備えるものを好ましく用いることができる。例えば、Ａ
ｃブロックとＭＡｃブロックとが交互に配置された構造のブロック共重合体が好ましい。
１分子のポリマーに含まれるＡｃブロックとＭＡｃブロックとの合計ブロック数は、例え
ば平均２．５～５程度（例えば２．７～３．３程度、典型的には３程度）であり得る。
【００７０】
　上記Ａｃブロックは、典型的には、アルキルアクリレートを主モノマーとすることが好
ましい。すなわち、該Ａｃブロックを構成する全モノマー単位のうち５０重量％以上がア
ルキルアクリレートに由来するモノマー単位であることが好ましい。上記モノマー単位の
７５重量％以上（例えば９０重量％以上）がアルキルアクリレート由来であってもよい。
好ましい一態様では、上記アクリル系ブロック共重合体に含まれるＡｃブロックが、実質
的に１種または２種以上（典型的には１種）のアルキルアクリレートからなる重合体であ
る。あるいは、Ａｃブロックは、アルキルアクリレートと他のモノマー（例えばアルキル
メタクリレート等）との共重合体であってもよい。
【００７１】
　Ａｃブロックを構成するアルキルアクリレートの例としては、アルキル基の炭素原子数
が１～２０（好ましくは４～１４、例えば６～１２）のアルキルアクリレートが挙げられ
る。例えば、メチルアクリレート、エチルアクリレート、ｎ－プロピルアクリレート、イ
ソプロピルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ）、イソブチルアクリレート、
ｔｅｒｔ－ブチルアクリレート、ｎ－ペンチルアクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート
、ｎ－ヘプチルアクリレート、ｎ－オクチルアクリレート、イソオクチルアクリレート（
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ＩＯＡ）、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）、ｎ－ノニルアクリレート、イ
ソノニルアクリレート（ＩＮＡ）、デシルアクリレート、ラウリルアクリレート、ステア
リルアクリレート等が挙げられる。これらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて
用いることができる。
【００７２】
　好ましい一態様では、Ａｃブロックを構成するモノマーのうち５０重量％以上が、アル
キル基の炭素原子数が４～１４のアルキルアクリレートである。アルキル基の炭素原子数
が４～１４のアルキルアクリレートの割合が７５重量％以上であってもよく、実質的に１
００重量％（例えば、９９重量％を超えて１００重量％以下）であってもよい。例えば、
Ａｃブロックを構成するモノマー単位が実質的にＢＡ単独である構成、２ＥＨＡ単独であ
る構成、ＢＡおよび２ＥＨＡの２種からなる構成等を好ましく採用し得る。ＢＡと２ＥＨ
Ａとの重量比は特に限定されず、例えば１０／９０～９０／１０、好ましくは８０／２０
～２０／８０、より好ましくは３０／７０～７０／３０、例えば６０／４０～４０／６０
であり得る。
【００７３】
　上記ＭＡｃブロックは、典型的には、アルキルメタクリレートを主モノマーとすること
が好ましい。上記ＭＡｃを構成する全モノマー単位のうち７５重量％以上（例えば９０重
量％以上）がアルキルメタクリレート由来であってもよい。好ましい一態様では、上記ア
クリル系ブロック共重合体に含まれるＭＡｃブロックが、実質的に１種または２種以上（
典型的には１種）のアルキルメタクリレートからなる重合体である。あるいは、ＭＡｃブ
ロックは、アルキルメタクリレートと他のモノマー（例えばアルキルアクリレート）との
共重合体であってもよい。
【００７４】
　ＭＡｃブロックを構成するアルキルメタクリレートとしては、アルキル基の炭素原子数
が１～２０（好ましくは１～１４）のアルキルメタクリレートが挙げられる。その具体例
としては、例えば、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、ｎ－プロピルメタク
リレート、イソプロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、イソブチルメタク
リレート、ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－ペンチルメタクリレート、ｎ－ヘキシ
ルメタクリレート、ｎ－ヘプチルメタクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、イソオ
クチルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ｎ－ノニルメタクリレート
、イソノニルメタクリレート、デシルメタクリレート、ラウリルメタクリレート、ステア
リルメタクリレート等が挙げられる。これらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせ
て用いることができる。
【００７５】
　好ましい一態様では、ＭＡｃブロックを構成するモノマーのうち５０重量％以上が、ア
ルキル基の炭素原子数が１～４（好ましくは１～３）のアルキルメタクリレートである。
アルキル基の炭素原子数が１～４のアルキルメタクリレートの割合が７５重量％以上であ
ってもよく、実質的に１００重量％（例えば、９９重量％を超えて１００重量％以下）で
あってもよい。なかでも好ましいアルキルメタクリレートとして、メチルメタクリレート
（ＭＭＡ）およびエチルメタクリレート（ＥＭＡ）が挙げられる。例えば、上記モノマー
単位が実質的にＭＭＡ単独である構成、ＥＭＡ単独である構成、ＭＭＡおよびＥＭＡの２
種からなる構成等を好ましく採用し得る。
【００７６】
　上記アクリル系ブロック共重合体は、ＡＢ型、ＡＢＡ型、ＡＢＡＢ型、ＡＢＡＢＡ型等
のように、凝集力や弾性に優れた硬い構造のポリマーからなるＡブロック（ハードセグメ
ント（Ａ））と、粘性に優れた柔らかい構造のポリマーからなるＢブロック（ソフトセグ
メント（Ｂ））とが交互に配置されるように共重合されたものであり得る。このような構
造のアクリル系ブロック共重合体をベースポリマーとする粘着剤は、凝集力や弾性と粘性
とを高度に両立させた粘着剤層を形成し得る。また、かかる組成の粘着剤は、ホットメル
ト型粘着剤として好ましく使用することができる。分子の両端にＡブロックが配された構
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造のアクリル系ブロック共重合体（ＡＢＡ型、ＡＢＡＢＡ型等）を好ましく採用し得る。
かかる構造のアクリル系ブロック共重合体は、凝集性と熱可塑性とのバランスの良いもの
となりやすいので好ましい。なお、溶融粘度低減等の観点から、星形構造や分岐構造に比
べて、直鎖構造のアクリル系ブロック共重合体が有利である。
【００７７】
　なお、アクリル系ブロック共重合体が２以上のＡブロックを有する場合において、それ
らのＡブロックのモノマー組成、分子量（重合度）、構造等は、互いに同一であってもよ
く異なってもよい。アクリル系ブロック共重合体が２以上のＢブロックを有する場合にお
ける該Ｂブロックについても同様である。
【００７８】
　上記Ａブロックとしては、上述のようなＭＡｃブロックを好ましく採用し得る。上記Ｂ
ブロックとしては、上述のようなＡｃブロックを好ましく採用し得る。好ましい一態様で
は、アクリル系ブロック共重合体が、ＭＡｃブロック－Ａｃブロック－ＭＡｃブロック（
ＡＢＡ型）構造のトリブロック共重合体である。例えば、このようなトリブロック共重合
体であって、２つのＭＡｃブロックが実質的に同一のモノマー組成を有するものを好まし
く採用し得る。
【００７９】
　ここに開示される技術におけるアクリル系ブロック共重合体としては、アルキル基の炭
素原子数が６以上（例えば６～１２）のアルキルアクリレートを含むＡｃブロックをソフ
トセグメント（Ｂ）として有するものが好ましい。上記Ａｃブロックを構成するモノマー
単位のうち、アルキル基の炭素原子数が６以上のアルキルアクリレートの占める割合は、
例えば１０重量％以上とすることができ、好ましくは２０重量％以上、より好ましくは３
０重量％以上、さらに好ましくは４０重量％以上である。
【００８０】
　好ましい一態様において、アルキル基の炭素原子数が６以上（例えば６～１２）のアル
キルアクリレートを主モノマーとするＡｃブロックをソフトセグメント（Ｂ）として有す
るアクリル系ブロック共重合体を用いることができる。すなわち、上記Ａｃブロックを構
成するモノマー単位のうち５０重量％以上が、アルキル基の炭素原子数が６以上のアルキ
ルアクリレートの１種または２種以上によって占められていることが好ましい。上記Ａｃ
ブロックを構成するモノマー単位のうち、アルキル基の炭素原子数が６以上のアルキルア
クリレートの占める割合は、例えば５５重量％以上とすることができ、６０重量％以上で
あってもよく、好ましくは７０重量％以上、より好ましくは８５重量％以上、さらに好ま
しくは９５重量％以上であり、実質的に１００重量％であってもよい。例えば、Ａｃブロ
ックを構成するモノマー単位が２ＥＨＡ単独であるＡｃブロックをソフトセグメント（Ｂ
）として有するアクリル系ブロック共重合体が好ましい。
【００８１】
　なお、アルキル基の炭素原子数が６以上のアルキルアクリレートの好適例としては、２
－エチルへキシルアクリレート（２ＥＨＡ）、ｎ－オクチルアクリレート、イソノニルア
クリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート等が例示される。
【００８２】
　アルキル基の炭素原子数が６以上のアルキルアクリレートを含むＡｃブロックをソフト
セグメント（Ｂ）として有するアクリル系ブロック共重合体は、有機質汚れの捕捉性に優
れたものとなり得る。したがって、例えば後述する指紋除去性評価において、より高い指
紋除去性能が実現され得る。
　また、アルキル基の炭素原子数が６以上のアルキルアクリレートを含むＡｃブロックを
ソフトセグメント（Ｂ）として有するアクリル系ブロック共重合体は、可塑剤との相溶性
に優れたものとなり得る。このことは、該共重合体と可塑剤とを含む組成の粘着剤におい
て、可塑剤のブリードアウトを抑制する観点から好ましい。また、より多くの可塑剤を適
切に含有させることができるので、可塑剤の配合量の設定自由度が高く、粘着力を調整し
やすいという利点がある。
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【００８３】
　好ましい他の一態様において、アルキル基の炭素原子数が６以上（例えば６～１２、典
型的には６～９）のアルキルアクリレートとアルキル基の炭素原子数が２～５（例えば３
～４、典型的には４）のアルキルアクリレートとを２０／８０～８０／２０（より好まし
くは３０／７０～７０／３０、さらに好ましくは４０／６０～６０／４０、例えば４５／
５５～５５／４５）の重量比で含むモノマー単位から構成されたＡｃブロックをソフトセ
グメント（Ｂ）として有するアクリル系ブロック共重合体を用いることができる。このよ
うなアクリル系ブロック共重合体は、有機質汚れの除去性と凝集性とのバランスに優れた
ものとなり得る。例えば、２ＥＨＡとＢＡとを上記の重量比で含むモノマー単位から構成
されたＡｃブロックをソフトセグメント（Ｂ）として有するアクリル系ブロック共重合体
を好ましく使用し得る。上記モノマー単位は、２ＥＨＡおよびＢＡのみからなるモノマー
単位であり得る。
【００８４】
　アクリル系ブロック共重合体に含まれるハードセグメント（Ａ）とソフトセグメント（
Ｂ）との重量比は特に限定されない。例えば、ハードセグメント（Ａ）／ソフトセグメン
ト（Ｂ）の重量比（Ａ／Ｂ）を４／９６～９０／１０の範囲とすることができ、通常は７
／９３～７０／３０の範囲とすることが適当であり、１０／９０～５０／５０（より好ま
しくは１５／８５～４０／６０、例えば１５／８５～２５／７５）の範囲とすることが好
ましい。２以上のハードセグメント（Ａ）を含むアクリル系ブロック共重合体では、それ
らのハードセグメント（Ａ）の合計重量とソフトセグメント（Ｂ）との重量比が上記範囲
にあることが好ましい。２以上のソフトセグメント（Ｂ）を含むアクリル系ブロック共重
合体についても同様である。ハードセグメント（Ａ）（例えばＭＡｃブロック）の割合が
多いと粘着力が低下し、軽剥離性が得られやすい傾向がある。ソフトセグメント（Ｂ）（
例えばＡｃブロック）の割合が多いと、有機質汚れの捕捉性能が向上する傾向がある。
【００８５】
　ここに開示されるアクリル系ブロック共重合体の好適例では、アクリル系ブロック共重
合体を構成する全モノマー単位に対応するモノマー原料が、アルキル基の炭素原子数が１
～３のアルキル（メタ）アクリレート（Ｘ）と、アルキル基の炭素原子数が６以上（例え
ば６～１２）のアルキル（メタ）アクリレート（Ｙ）とを含む。アルキル（メタ）アクリ
レート（Ｘ）／アルキル（メタ）アクリレート（Ｙ）の重量比（Ｘ／Ｙ）は、例えば４／
９６～９０／１０であり得る。上記重量比が７／９３～７０／３０であるアクリル系ブロ
ック共重合体が好ましく、１０／９０～５０／５０であるものがより好ましく、１５／８
５～４０／６０であるものがさらに好ましく、１５／８５～３０／７０（例えば１５／８
５～２５／７５）であるものが特に好ましい。アルキル（メタ）アクリレート（Ｘ）の割
合が多いと、粘着力が低下し、軽剥離性が得られやすい傾向がある。アルキル（メタ）ア
クリレート（Ｙ）の割合が多いと、有機質汚れの捕捉性能が向上する傾向がある。アルキ
ル（メタ）アクリレート（Ｘ）としては、アルキル基の炭素原子数が１～３のアルキルメ
タクリレートが好ましい。また、アルキル（メタ）アクリレート（Ｙ）としては、アルキ
ル基の炭素原子数が６以上（例えば６～１２）のアルキルアクリレートが好ましい。
【００８６】
　ここに開示されるアクリル系ブロック共重合体の他の好適例として、該アクリル系ブロ
ック共重合体を構成する全モノマー単位に対応するモノマー原料がメチルメタクリレート
（ＭＭＡ）および２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）を含み、それらの含有量
の重量比（ＭＭＡ／２ＥＨＡ）が４／９６～９０／１０であるものが挙げられる。上記重
量比が７／９３～７０／３０であるアクリル系ブロック共重合体が好ましく、１０／９０
～６０／４０であるものがより好ましく、２０／８０～５０／５０であるものがさらに好
ましく、２５／７５～４０／６０（例えば２５／７５～３５／６５）であるものが特に好
ましい。ＭＭＡの割合が多いと、粘着力が低下し、軽剥離性が得られやすい傾向がある。
２ＥＨＡの割合が多いと、有機質汚れの捕捉性能が向上する傾向がある。
【００８７】
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　なお、アクリル系ブロック共重合体を構成するモノマー単位の組成は、ＮＭＲ測定の結
果に基づいて把握することができる。上記ＮＭＲ測定は、具体的には、例えばＮＭＲ装置
としてブルカー・バイオスピン（Ｂｒｕｋｅｒ　Ｂｉｏｓｐｉｎ）社製の「ＡＶＡＶＣＥ
ＩＩＩ－６００（ｗｉｔｈ　Ｃｒｙｏ　Ｐｒｏｂｅ）」を使用して、下記の条件で行うこ
とができる。例えば、モノマー原料に含まれる２ＥＨＡとＭＭＡとの重量比は、１Ｈ　Ｎ
ＭＲスペクトルの４．０ｐｐｍ（２ＥＨＡ１）と３．６ｐｐｍ（ＭＭＡ１）とのピーク積
分強度比に基づいて算出することができる。
【００８８】
　　［ＮＭＲ測定条件］
　　観測周波数：１Ｈ；６００ＭＨｚ
　　フリップ角：３０°
　　測定溶媒：ＣＤＣｌ３

　　測定温度：３００Ｋ
　　化学シフト基準：測定溶媒（ＣＤＣｌ３，１Ｈ：７．２５ｐｐｍ）
【００８９】
　アクリル系ブロック共重合体のＭｗは特に限定されない。例えば、Ｍｗが３×１０４～
３０×１０４程度のアクリル系ブロック共重合体を好ましく用いることができる。アクリ
ル系ブロック共重合体のＭｗは、通常、３．５×１０４～２５×１０４程度の範囲が好ま
しく、４×１０４～２０×１０４（例えば４．５×１０４～１５×１０４）の範囲がより
好ましい。アクリル系ブロック共重合体のＭｗを高くすることは、粘着特性（例えば凝集
性）の向上や有機質汚れの捕捉性向上の観点から有利である。また、アクリル系ブロック
共重合体のＭｗが高くなると、適切に含有させ得る可塑剤の量が多くなる傾向にある。一
方、アクリル系ブロック共重合体のＭｗを低くすることは、粘着剤の粘度（例えば溶融粘
度）を低下させる観点から有利である。粘着剤の溶融粘度を低下させることは、該粘着剤
のホットメルト塗工により粘着剤層を形成する態様では特に有意義である。
【００９０】
　なお、ここでいうアクリル系ブロック共重合体のＭｗは、当該共重合体をテトラヒドロ
フラン（ＴＨＦ）に溶かして調製したサンプルにつきゲルパーミエーションクロマトグラ
フィ（ＧＰＣ）測定を行って求められる、ポリスチレン換算の値をいう。上記ＧＰＣ測定
は、具体的には、例えばＧＰＣ測定装置として東ソー社製の「ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ」
を使用して、下記の条件で行うことができる。
【００９１】
　　［ＧＰＣ測定条件］
　・カラム：東ソー社製、ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｈ／ＨＺ４０００／ＨＺ３
０００／ＨＺ２０００
　・カラムサイズ：各６．０ｍｍＩ．Ｄ．×１５０ｍｍ
　・溶離液：ＴＨＦ
　・流量：０．６ｍＬ／ｍｉｎ
　・検出器：示差屈折計（ＲＩ）
　・カラム温度（測定温度）：４０℃
　・サンプル濃度：約２．０ｇ／Ｌ（ＴＨＦ溶液）
　・サンプル注入量：２０μＬ
【００９２】
　ここに開示される技術におけるアクリル系ブロック共重合体には、アルキルアクリレー
トおよびアルキルメタクリレート以外のモノマー（その他モノマー）が共重合されていて
もよい。上記その他モノマーとしては、アルコキシ基やエポキシ基、ヒドロキシ基、アミ
ノ基、アミド基、シアノ基、カルボキシ基、酸無水物基等の官能基を有するビニル化合物
、酢酸ビニル等のビニルエステル類、スチレン等の芳香族ビニル化合物、Ｎ－ビニルピロ
リドン等のビニル基含有複素環化合物等を例示することができる。あるいはまた、アクリ
ロイル基にフッ化アルキル基が結合した構造のアルキルアクリレート、フッ化アルキルア
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クリレートおよびフッ化アルキルメタクリレートが挙げられる。上記その他モノマーは、
例えば、粘着剤層の特性（粘着特性、成形性等）を調整する目的で使用され得る、その含
有量は、アクリル系ブロック共重合体を構成する全モノマー成分の２０重量％以下（例え
ば１０重量％以下、典型的には５重量％以下）とすることが適当である。好ましい一態様
では、アクリル系ブロック共重合体が上記その他モノマーを実質的に含有しない。例えば
、上記その他モノマーの含有量が全モノマー成分の１重量％未満（典型的には０～０．５
重量％）または検出限界以下であるアクリル系ブロック共重合体が好ましい。
【００９３】
　このようなアクリル系ブロック共重合体は、公知の方法（例えば、特開２００１－２３
４１４６号公報、特開平１１－３２３０７２号公報を参照）により容易に合成することが
でき、あるいは市販品を容易に入手することができる。上記市販品の例としては、クラレ
社製の商品名「クラリティ」シリーズ（例えば、ＬＡ２１４０ｅ，ＬＡ２２５０等の品番
のもの）、カネカ社製の商品名「ＮＡＢＳＴＡＲ」等が挙げられる。アクリル系ブロック
共重合体の合成方法としては、リビング重合法を利用する方法を好ましく採用することが
できる。リビング重合法によると、アクリル系重合体本来の耐候性を維持しつつ、リビン
グ重合法独自の優れた構造制御により熱可塑性に優れたアクリル系ブロック共重合体を合
成し得る。また、分子量分布を狭く制御し得ることから、低分子量成分の存在に起因する
凝集性の不足を抑えて、軽剥離性に優れた粘着剤（ひいては粘着シート（汚れ捕捉部））
が実現され得る。
【００９４】
　ここに開示される技術において、上記アクリル系ブロック共重合体は、１種を単独でま
たは２種以上を組み合わせて用いることができる。例えば、相対的にＭｗの高いアクリル
系ブロック共重合体（Ｈ）と、該アクリル系ブロック共重合体（Ｈ）よりもＭｗの低いア
クリル系ブロック共重合体（Ｌ）とを適宜の重量比で用いることができる。このことによ
って、粘着剤の粘度（溶融粘度）の上昇を抑えつつ、有機質汚れの捕捉性を効果的に向上
させることができる。アクリル系ブロック共重合体（Ｈ）とアクリル系ブロック共重合体
（Ｌ）とを併用することの効果をよりよく発揮させる観点から、通常は、アクリル系ブロ
ック共重合体（Ｈ）／アクリル系ブロック共重合体（Ｌ）の重量比（Ｈ／Ｌ）が５／９５
～９５／５（好ましくは１０／９０～９０／１０）となる範囲で用いることが好ましい。
【００９５】
　このように組み合わせて使用するアクリル系ブロック共重合体の個々のＭｗは、それぞ
れ３×１０４～３０×１０４の範囲にあることが好ましい。例えば、Ｍｗが５×１０４～
２０×１０４（例えば７×１０４～２０×１０４）の範囲にあるアクリル系ブロック共重
合体（Ｈ）と、Ｍｗが３×１０４～８×１０４の範囲であってかつアクリル系ブロック共
重合体（Ｈ）のＭｗよりも低いアクリル系ブロック共重合体（Ｌ）との組合せが好ましい
。より好ましい組合せとして、Ｍｗが６×１０４～１５×１０４（例えば７×１０４～１
５×１０４）の範囲にあるアクリル系ブロック共重合体（Ｈ）と、Ｍｗが４×１０４～６
×１０４の範囲であってかつアクリル系ブロック共重合体（Ｈ）のＭｗよりも低いアクリ
ル系ブロック共重合体（Ｌ）との組合せが例示される。これらのアクリル系ブロック共重
合体の重量比（Ｈ／Ｌ）は、例えば４０／６０～９０／１０とすることができる。好まし
い一態様において、上記重量比（Ｈ／Ｌ）を４５／６５～９０／１０とすることができ、
５５／４５～９０／１０としてもよく、さらに６５／３５～８５／１５（例えば７５／２
５～８５／１５）としてもよい。
【００９６】
　ここに開示される技術は、粘着剤のベースポリマーとしてＭｗが５×１０４～２０×１
０４（より好ましくは６×１０４～１５×１０４、例えば７×１０４～１５×１０４）の
範囲にあるアクリル系ブロック共重合体を単独で使用する態様でも好ましく実施すること
ができる。このようなベースポリマーを含む粘着剤は、例えば、押出成形や射出成形によ
り、あるいは必要に応じて適当な有機溶剤に溶かして塗工することによって、汚れ捕捉部
に好適に配置することができる。
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【００９７】
　なお、Ｍｗの異なる２種以上のアクリル系ブロック共重合体を含むことや、各共重合体
のＭｗおよび重量比は、例えば、上述したＧＰＣ測定を通じて把握することができる。
【００９８】
　（可塑剤）
　ここに開示される技術における粘着剤は、可塑剤を含むことが好ましい。粘着剤に可塑
剤を含有させることにより軽剥離性が向上する。また、粘着剤の溶融粘度が低下するため
塗工性が向上する。さらに、可塑剤の含有によって粘着剤表面における有機質汚れの捕捉
性が向上するという側面もある。このことによって、例えば、より高い皮脂汚れ除去性が
実現され得る。
【００９９】
　また、粘着剤に可塑剤を含ませることにより、粘着剤表面で捕捉された有機質汚れが粘
着剤（例えば粘着剤層）の内部に吸収拡散されるので、連続使用により汚れ捕捉能力が低
下したものであっても、比較的短時間（例えば数分、あるいは数時間）のうちに汚れ捕捉
能力が回復するという特有の作用（汚れ捕捉能力回復作用）が実現され得る。
【０１００】
　上記汚れ捕捉能力回復作用について図１３を参照しながら説明する。図１３に模式的に
示すように、汚れ捕捉部（粘着シート）３１の粘着剤層３２をポータブル機器等の物品１
の表面２に接触させると、粘着剤層３２は上記表面２に付着した有機質汚れ５０を捕捉す
る。そして、粘着剤層３２は有機質汚れ５０を捕捉するのみならず、層内に移行させる性
質を有する。そのため、粘着剤層３２の表面に付着している有機質汚れ５０は経時的に粘
着剤層３２内に移行し、粘着剤層３２の表面に存在する有機質汚れ５０は減少し、最終的
に粘着剤層３２の表面には、有機質汚れ５０がほとんど存在しない状態となる。つまり、
粘着クリーナーを使用する前の状態に戻ることとなる。したがって、上記の「回復作用」
とは、粘着剤が有機質汚れを捕捉して汚れ捕捉能力が一時的に低下した場合において、所
定時間（例えば数分、好ましくは数時間）を経ることで、汚れ捕捉能力が復活し、粘着剤
（例えば粘着剤層）が再び汚れを捕捉することが可能となる作用のことをいい、汚れ捕捉
能力の回復に要する時間が短いことを包含する。
【０１０１】
　可塑剤の例としては、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデ
シル、フタル酸ジブチル等のフタル酸エステル；アジピン酸ジオクチル、アジピン酸ジイ
ソノニル等のアジピン酸エステル；トリメリット酸トリオクチル等のトリメリット酸エス
テル；セバシン酸エステル；エポキシ化大豆油、エポキシ化亜麻仁油等のエポキシ化植物
油；エポキシ化脂肪酸オクチルエステル等のエポキシ化脂肪酸アルキルエステル；ソルビ
タンモノラウレート、ソルビタンモノステアレート、ソルビタンモノオレエート、ソルビ
タントリオレエート、それらのエチレンオキサイド付加物等の環状脂肪酸エステルおよび
その誘導体；等が挙げられる。また、プロセスオイル等の軟化剤も可塑剤に包含される。
これらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。これらのうち
好ましい可塑剤として、アジピン酸エステル、エポキシ化植物油およびエポキシ化脂肪酸
アルキルエステルが例示される。なかでもアジピン酸エステルが好ましい。
【０１０２】
　このような可塑剤は、粘着剤（例えばアクリル系粘着剤）に含有されて、該粘着剤の粘
着力を低下させる効果と、有機質汚れの捕捉性を向上させる効果とを高レベルで発揮し得
る。ベースポリマーがアクリル系ブロック共重合体であるアクリル系粘着剤に上記可塑剤
を含有させることにより、上記の効果がよりよく発揮され得る。アルキル基の炭素原子数
が６以上（例えば６～１２）のアルキルアクリレートを含むＡｃブロックをソフトセグメ
ント（Ｂ）として有するアクリル系ブロック共重合体をベースポリマーとして含むアクリ
ル系粘着剤に上記可塑剤を含有させることが特に好ましい。
【０１０３】
　可塑剤の配合量は特に限定されない。軽剥離性の付与、汚れ捕捉性の向上等の観点から
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、ベースポリマー（例えば、アクリル系ポリマー）１００重量部に対する可塑剤の配合量
は、例えば１重量部以上とすることが適当である。上記配合量は、５重量部以上が好まし
く、１０重量部以上がより好ましく、１５重量部以上がさらに好ましい。好ましい一態様
において、上記可塑剤の含有量を２０重量部以上とすることができ、４０重量部超として
もよく、５０重量部超、さらには６０重量部超としてもよい。粘着剤の背面側に支持材が
配置された構成において、粘着剤に配合する可塑剤の一部が上記支持材に移行し得る場合
には、粘着剤に配合する可塑剤の量を多めにしておくことが望ましい。
【０１０４】
　ここに開示される粘着剤における可塑剤の含有量は、ベースポリマー１００重量部に対
して、１５０重量部以下とすることが好ましく、１３０重量部以下とすることがより好ま
しく、１００重量部以下とすることがさらに好ましい。例えば、アルキル基の炭素原子数
が６以上（例えば６～１２）のアルキルアクリレートを含むＡｃブロック（例えば、該ア
ルキルアクリレートを主モノマーとするＡｃブロック）をソフトセグメント（Ｂ）として
有するアクリル系ブロック共重合体をベースポリマーとして含む粘着剤において、該ベー
スポリマー１００重量部に対する可塑剤の配合量を５～１５０重量部（好ましくは１０～
１３０重量部、より好ましくは１５～１００重量部とすることができる。好ましい一態様
において、ベースポリマー１００重量部に対する可塑剤の配合量を３０～１００重量部と
してもよく、例えば５０重量部を超えて９０重量部以下とすることができる。上記の可塑
剤含有量は、例えば、アクリル樹脂を主成分（５０重量％以上を占める成分）とする支持
材の表面にアクリル系ブロック共重合体をベースポリマーとする粘着剤が配置された構成
において好ましく適用され得る。
【０１０５】
　＜粘着付与剤＞
　ここに開示される技術における粘着剤には、必要に応じて粘着付与剤を含ませることが
できる。粘着付与剤を配合することは、粘着剤の熱可塑性の向上（例えば、溶融粘度の低
下）に役立ち得る。粘着付与剤としては、粘着剤（例えばアクリル系粘着剤）の分野にお
いて公知の粘着付与樹脂等を用いることができる。例えば、炭化水素系粘着付与樹脂、テ
ルペン系粘着付与樹脂、ロジン系粘着付与樹脂、フェノール系粘着付与樹脂、エポキシ系
粘着付与樹脂、ポリアミド系粘着付与樹脂、エラストマー系粘着付与樹脂、ケトン系粘着
付与樹脂等が挙げられる。これらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【０１０６】
　炭化水素系粘着付与樹脂の例としては、脂肪族系炭化水素樹脂、芳香族系炭化水素樹脂
（キシレン樹脂等）、脂肪族系環状炭化水素樹脂、脂肪族・芳香族系石油樹脂（スチレン
－オレフィン系共重合体等）、脂肪族・脂環族系石油樹脂、水素添加炭化水素樹脂、クマ
ロン系樹脂、クマロン－インデン系樹脂等の各種の炭化水素系の樹脂が挙げられる。テル
ペン系粘着付与樹脂の例としては、α－ピネン重合体、β－ピネン重合体等のテルペン系
樹脂；これらのテルペン系樹脂を変性（フェノール変性、芳香族変性、水素添加変性等）
した変性テルペン系樹脂（例えば、テルペンフェノール系樹脂、スチレン変性テルペン系
樹脂、水素添加テルペン系樹脂、水素添加テルペンフェノール系樹脂等）；等が挙げられ
る。ロジン系粘着付与樹脂の例としては、ガムロジン、ウッドロジン等の未変性ロジン（
生ロジン）；これらの未変性ロジンを水添化、不均化、重合等により変性した変性ロジン
（水添ロジン、不均化ロジン、重合ロジン、その他の化学的に修飾されたロジン等）；そ
の他の各種ロジン誘導体；等が挙げられる。フェノール系の粘着付与樹脂の例としては、
レゾール型またはノボラック型のアルキルフェノール樹脂が挙げられる。これらのうち好
ましい粘着付与剤として、テルペン系樹脂、変性テルペン系樹脂およびアルキルフェノー
ル樹脂が挙げられる。
【０１０７】
　粘着付与剤の軟化点は特に限定されないが、溶融粘度を低下させる観点からは１６０℃
以下が好ましく、１４０℃以下がより好ましい。また、粘着力の過度な上昇を避ける観点
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から、６０℃以上が好ましく、８０℃以上がより好ましい。粘着付与剤の軟化点は、ＪＩ
Ｓ　Ｋ　２２０７に規定する軟化点試験方法（環球法）に基づいて測定される。
【０１０８】
　粘着付与剤の配合量は特に限定されない。粘着力の過度な上昇を避ける観点から、粘着
付与剤の配合量は、例えば、ベースポリマー（例えば、アクリル系ブロック共重合体）１
００重量部に対して５０重量部以下とすることができ、通常は４０重量部以下が適当であ
り、３０重量部以下が好ましい。あるいは、このような粘着付与剤を実質的に含有しない
粘着剤であってもよい。また、粘着付与剤の配合による効果（例えば、溶融粘度を低下さ
せる効果）をよりよく発揮する観点からは、ベースポリマー１００重量部に対する粘着付
与剤の配合量を、例えば１重量部以上とすることが適当であり、５重量部以上とすること
が好ましく、１０重量部以上（例えば１２重量部以上）とすることがより好ましい。ベー
スポリマー１００重量部に対する粘着付与剤の配合量を１５重量部以上としてもよい。
【０１０９】
　＜その他成分＞
　ここに開示される技術における粘着剤は、ベースポリマーに加えて、粘着剤の粘度の調
整（例えば溶融粘度の低下）や粘着特性の制御（例えば粘着力の低減）等の目的で、ベー
スポリマー以外のポリマーまたはオリゴマー（以下、任意ポリマーともいう。）を必要に
応じて含有してもよい。例えば、アクリル系ブロック共重合体をベースポリマーとする粘
着剤において、上記任意ポリマーとして、Ｍｗが５００～１００００程度（典型的には８
００～５０００程度）のアクリル系ランダム共重合体を使用してもよい。
【０１１０】
　また、例えば粘着剤の背面側に合成樹脂製の支持材を有する構成の汚れ捕捉部を備える
クリーナーにおいて、上記支持材を構成する樹脂成分（ポリマー成分）の一部を上記任意
ポリマーとして粘着剤に配合してもよい。これにより、特に粘着剤と支持材とが隣接して
配置される構成において、支持材と粘着剤との密着性を高めることができる。また、熱可
塑性の粘着剤と熱可塑性の合成樹脂からなる支持材とを共押出しにより一体成形する場合
において、上記合成樹脂を構成する樹脂成分の一部を上記粘着剤の任意ポリマーとして配
合することにより、上記粘着剤と上記合成樹脂との溶融粘度を近づけることができる。こ
のことは成形性向上の観点から好ましい。
【０１１１】
　好ましい一態様において、粘着剤は、ベースポリマー以外のポリマーを実質的に含有し
ないものであり得る。ベースポリマー以外のポリマーの含有量が、該ベースポリマー１０
０重量部あたり１重量部未満（典型的には０～０．５重量部）であってもよい。一方、上
記任意ポリマーを使用する態様において、該任意ポリマーの配合量は特に限定されず、例
えばベースポリマー１００重量部あたり１重量部以上、典型的には３重量部以上、好まし
くは５重量％以上とすることができる。粘着剤における任意ポリマーの配合量は、通常、
該粘着剤のベースポリマー１００重量部あたり３０重量部以下とすることが適当であり、
２０重量部以下とすることが好ましく、１５重量部以下とすることがより好ましい。
【０１１２】
　上記粘着剤は、必要に応じて架橋されていてもよい。例えば、アクリル系ランダム共重
合体をベースポリマーとする粘着剤において、該粘着剤が架橋されていることが好ましい
。架橋には公知の架橋剤を使用することができる。かかる架橋剤の好適例として、ステア
リン酸亜鉛、ステアリン酸バリウム等の有機金属塩、エポキシ系架橋剤、イソシアネート
系架橋剤等が挙げられる。オキサゾリン系架橋剤やアジリジン系架橋剤、金属キレート系
架橋剤、メラミン系架橋剤等を用いてもよい。架橋剤は、１種を単独でまたは２種類以上
を組み合わせて用いることができる。なかでも、カルボキシ基と好適に架橋することがで
き、また良好な操作性（典型的には軽剥離性）が得られやすく、さらに耐酸性にも優れる
ことから、エポキシ系架橋剤、イソシアネート系架橋剤が好ましく、エポキシ系架橋剤と
イソシアネート系架橋剤との併用が特に好ましい。
【０１１３】
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　架橋剤の使用量は特に限定されない。軽剥離性の観点からは、ベースポリマー（例えば
アクリル系ポリマー）１００重量部に対し、０．０１～１０重量部（例えば０．０５～５
重量部、典型的には０．１～５重量部）程度とすることができる。エポキシ系架橋剤（Ｃ

Ｅ）とイソシアネート系架橋剤（ＣＩ）とを併用する場合、その重量比（ＣＥ／ＣＩ）は
、０．０１～１（例えば０．０５～０．５、典型的には０．１～０．４）とすることが好
ましい。
【０１１４】
　ここに開示される技術における粘着剤には、その他にも、連鎖移動剤、老化防止剤、酸
化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、帯電防止剤、着色剤（顔料、染料等）等、粘着剤の
分野において公知の各種添加成分を必要に応じて配合することができる。これら必須成分
ではない添加成分の種類や配合量は、この種の粘着剤における通常の種類および配合量と
同様とすればよい。
【０１１５】
　ここに開示される粘着剤を支持材上に配置された粘着剤として形成する場合、その配置
方法は特に限定されない。例えば、加熱溶融状態の粘着剤（熱可塑性粘着剤）を、ロール
コーター、ダイコーター、グラビアコーター等の従来公知の塗付手段を用いて支持材に直
接付与し、その粘着剤を室温程度まで放冷することにより粘着剤層を形成する方法（ホッ
トメルト塗工）を好ましく適用することができる。この場合、上記粘着剤は、典型的には
有機溶媒を実質的に含まない粘着剤（すなわち無溶剤型粘着剤）の形態で支持材に付与さ
れる。上記粘着剤層は、典型的には連続的な形状に形成（成形）されるが、かかる形状に
限定されない。粘着剤層は、例えば、点状、ストライプ状等の規則的あるいはランダムな
パターンに形成されていてもよい。
　支持材上に粘着剤を配置するために好ましく採用し得る方法の他の例としては、支持材
と粘着剤とを共押出しにより一体に成形する方法、あらかじめ成形された支持材の外側に
粘着剤を押出成形または射出成型により粘着剤を配置する方法、粘着剤に支持材を圧入、
挿入、係合等により結合する方法、等が挙げられる。
　上記粘着剤は、適宜の手段により架橋させることができる。また、特段の架橋手段を適
用することなく、非架橋の粘着剤（すなわち、熱可塑性の粘着剤）として用いられてもよ
い。このことは簡便性等の観点から好ましい。
【０１１６】
　特に限定するものではないが、ここに開示される粘着剤は、１８０℃における溶融粘度
が２００Ｐａ・ｓ以下であることが適当であり、１００Ｐａ・ｓ以下であることが好まし
く、５０Ｐａ・ｓ以下（典型的には２０Ｐａ・ｓ以下、例えば１０Ｐａ・ｓ以下）である
ことがより好ましい。このような粘着剤は、ホットメルト塗工に適する。１８０℃におけ
る溶融粘度の下限は特に制限されないが、塗工性と粘着性能とのバランスを考慮して、通
常は０．１Ｐａ・ｓ以上とすることが適当であり、１Ｐａ・ｓ以上であることが好ましく
、例えば５Ｐａ・ｓ以上とすることが好ましい。
　ここで、上記溶融粘度は以下の溶融粘度測定方法により測定することができる。
　　［溶融粘度測定方法］
　測定機：米国ブルックフィールド社製、プログラマブル粘度計（ＤＶ－ＩＩ＋Ｐｒｏ）
　測定条件：測定温度１８０℃、回転数２．５ｒｐｍ、スピンドルＳＣ４－２７
　測定手順：粘着剤約１４ｇをサンプルチャンバーに入れ、１８０℃に加熱して溶融させ
る。その溶融した粘着剤中にスピンドルを沈めて回転させ、回転開始から３０分後の溶融
粘度を読み取る。
【０１１７】
　また、ここに開示される粘着剤は、水性粘着剤組成物や溶剤型粘着剤組成物の形態で支
持基材に塗付（典型的には常温で塗付）され、その塗付物を乾燥させることで粘着剤層と
して形成されたものであってもよい。溶剤型粘着剤組成物には、酢酸エチル、トルエン、
ヘキサン、エチルアルコール等の一般的な有機溶媒を利用し得る。有機溶媒は、１種を単
独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。特に限定するものではないが、
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上記粘着剤組成物は、固形分（不揮発分）を３０～７０重量％程度の割合で含むものであ
り得る。粘着剤層は、粘着剤組成物を支持基材に直接塗付する代わりに、剥離性を有する
表面（剥離面）に塗付して乾燥させることで該剥離面上に粘着剤層を形成し、その粘着剤
層を支持基材の非剥離性表面に貼り合わせることで該支持基材上に配置されてもよい。
【０１１８】
　ここに開示されるクリーナーの好ましい一態様において、該クリーナーは、クリーニン
グ対象面に接触する部分に、トリオレイン吸収量が０．０５ｍｇ／ｍｍ３以上の粘着剤を
備える。上記トリオレイン吸収量は、０．０８ｍｇ／ｍｍ３以上であることがより好まし
く、０．１０ｍｇ／ｍｍ３以上であることがさらに好ましい。トリオレイン吸収量の上限
は特に制限されず、例えば０．５０ｍｇ／ｍｍ３以下であり得る。
【０１１９】
　ここで、上記トリオレイン吸収量とは、後述する実施例に記載の方法で行われるトリオ
レイン吸収量測定における１５日後のトリオレイン吸収量を指す。上記測定において、ト
リオレインはヒトの皮脂の疑似物質として用いられており、トリオレイン吸収量が大きい
粘着剤は、体積あたりに吸収し得る有機質汚れ（例えばヒトの皮脂）の量が多い傾向にあ
るといえる。このような粘着剤を用いた有機質汚れ除去用粘着クリーナーは、小型化に適
し、あるいは繰り返し使用に対する性能維持性に優れたものとなり得る。
【０１２０】
　上記粘着剤の種類は、上記トリオレイン吸収量を満たすものであれば特に制限されず、
例えばアクリル系粘着剤、ゴム系粘着剤（例えば天然ゴム系粘着剤）、ウレタン系粘着剤
等であり得る。なかでもアクリル系粘着剤が好ましい。例えば、上述したいずれかのアク
リル系粘着剤を、上記トリオレイン吸収量を満たす粘着剤として好ましく採用することが
できる。上記トリオレイン吸収量を満たす粘着剤を有するクリーナーにおいて、汚れ捕捉
部の硬度は特に限定されない。ここに開示されるクリーナーは、上記トリオレイン吸収量
を満たし、かつ上記硬度が９０以下である態様で好ましく実施され得る。
【０１２１】
　＜支持材＞
　ここに開示される汚れ捕捉部が粘着剤の背面側に支持材を備えるものである場合、支持
材の構成材料としては、種々の合成樹脂やゴム等を用いることができる。これらの構成材
料を用いて形成された発泡体または非発泡体を支持材として好ましく利用し得る。弾性ま
たは柔軟性を有する材料を好ましく採用し得る。このような支持材を用いることにより、
硬度９０以下の汚れ捕捉部を作製しやすくなる。
【０１２２】
　合成樹脂の例としては、アクリル樹脂、ポリオレフィン（ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、エチレン－プロピレン共重合体等）、ポリエステル（ポリエチレンテレフタレート等
）、塩化ビニル樹脂、酢酸ビニル樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミド樹脂、フッ素樹脂、
熱可塑性エラストマー（ＴＰＥ）（例えば、オレフィン系熱可塑性エラストマー）等が挙
げられる。アクリル樹脂としては、アクリロイル基を有するモノマーを多く（典型的には
、重量基準で、メタクリロイル基を有するモノマーよりも多く）用いて合成されたもの、
メタクリロイル基を有するモノマーを多く（典型的には、重量基準でアクリロイル基を有
するモノマーよりも多く）用いて合成されたもののいずれも使用可能である。なお、ここ
でいうアクリル樹脂の概念には、一般にアクリルゴムと称されるものが包含され得る。ゴ
ムの例としては、天然ゴム、ブチルゴム等が挙げられる。発泡体の例としては、発泡ポリ
ウレタン、発泡ポリオレフィン（例えば発泡ポリエチレン）、発泡ポリクロロプレンゴム
等が挙げられる。
【０１２３】
　支持材の構成材料として利用し得る他の材料として、紙、不織布、織布、金属等が挙げ
られる。紙としては、和紙、クラフト紙、グラシン紙、上質紙、合成紙、トップコート紙
等が例示される。布の例としては、各種繊維状物質の単独または混紡等による織布や不織
布等が挙げられる。上記繊維状物質としては、綿、スフ、マニラ麻、パルプ、レーヨン、
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アセテート繊維、ポリエステル繊維、ポリビニルアルコール繊維、ポリアミド繊維、ポリ
オレフィン繊維等が例示される。金属の例としては、アルミニウム、銅等が挙げられる。
　支持材は、上述のような材料の複合体であってもよい。
【０１２４】
　支持材には、必要に応じて、充填剤（無機充填剤、有機充填剤等）、老化防止剤、酸化
防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、帯電防止剤、滑剤、可塑剤、着色剤（顔料、染料等）
等の各種添加剤が配合されてもよい。
【０１２５】
　ここに開示されるクリーナーの好ましい一態様において、該クリーナーは、上記汚れ捕
捉部（例えば粘着シート）のクリーニング対象面に接触する部分における粘着剤の面積１
ｃｍ２あたりのトリオレイン吸収量（面吸収量）が２ｍｇ以上である。上記面吸収量は、
好ましくは５ｍｇ以上、より好ましくは１０ｍｇ以上、さらに好ましくは１５ｍｇ以上（
例えば２０ｍｇ以上）である。面吸収量の上限は特に制限されず、例えば１００ｍｇ以下
（典型的には５０ｍｇ以下）であり得る。
【０１２６】
　ここで、上記面吸収量とは、後述する実施例に記載の方法で行われる面吸収量測定にお
ける４日後のトリオレイン吸収量を指す。上記測定において、トリオレインはヒトの皮脂
の疑似物質として用いられている。面吸収量が大きい汚れ捕捉部は、面積あたりの有機質
汚れ（例えばヒトの皮脂）除去性が高い傾向にあるといえる。このような汚れ捕捉部を有
する有機質汚れ除去用粘着クリーナーは、小型化に適し、あるいは繰り返し使用に対する
性能維持性に優れたものとなり得る。
【０１２７】
　上記粘着剤の種類は、上記面吸収量を満たすものであれば特に制限されず、例えばアク
リル系粘着剤、ゴム系粘着剤（例えば天然ゴム系粘着剤）、ウレタン系粘着剤等であり得
る。なかでもアクリル系粘着剤が好ましい。上述したいずれかのアクリル系粘着剤を、上
記面吸収量を満たす粘着剤として好ましく採用することができる。上記面吸収量を満たす
粘着剤を有するクリーナーにおいて、汚れ捕捉部の硬度は特に限定されない。ここに開示
されるクリーナーは、上記面吸収量を満たし、かつ上記硬度が９０以下である汚れ捕捉部
を有する態様で好ましく実施され得る。
【０１２８】
　上記汚れ捕捉部（例えば粘着シート）は、クリーニング対象面に接触する部分（例えば
粘着剤層側表面）が例えば２Ｎ／２５ｍｍ以下（典型的には１Ｎ／２５ｍｍ以下）の粘着
力を示すものであり得る。上記粘着力が１Ｎ／２５ｍｍ未満であることが好ましい。この
ことは、汚れ捕捉部が軽剥離性であることを意味する。このような軽剥離性の汚れ捕捉部
を有するクリーナーは、上記表面上で汚れ取り作業を行う際に要する力が小さくて済むた
め、汚れ除去作業性に優れる。より具体的には、物品の表面（クリーニング対象面）上に
てクリーナーをよりスムーズに移動させることができる。また、例えば汚れ取り作業後に
上記表面からクリーナーを離しやすいといった利点を有する。さらに、上記物品の表面（
例えばタブレット型情報端末の表示面）が剥離可能な保護フィルム（例えばシリコーン系
やポリエステル系等の合成樹脂製の保護フィルム）で覆われている場合であっても、上記
の軽剥離性により、上記クリーナーを用いて上記保護フィルムで覆われた物品の表面（す
なわち、上記保護フィルムの表面）のクリーニングを行う際に該保護フィルムが物品から
剥がれにくい。したがって、上記保護フィルムが物品表面を覆った状態を保ちながらのク
リーニングを行いやすいという利点がある。この場合、クリーニング対象面は保護フィル
ム表面となるが、このような表面もここでいう「物品の表面」の概念に包含される。
【０１２９】
　上記粘着力は、汚れ除去作業性の観点から、上述のように１Ｎ／２５ｍｍ未満であるこ
とが好ましく、０．８０Ｎ／２５ｍｍ以下であることがより好ましく、０．６０Ｎ／２５
ｍｍ以下であることがさらに好ましい。また、保護フィルム表面のクリーニングを行う際
の操作性等の観点からは、上記粘着力が０．５０Ｎ／２５ｍｍ以下であることが適当であ
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り、０．３０Ｎ／２５ｍｍ以下であることが好ましく、０．２０Ｎ／２５ｍｍ以下である
ことがより好ましい。上記粘着力が０．１０Ｎ／２５ｍｍ未満であってもよい。
　また、上記粘着力は、汚れ捕捉性の観点から、通常は０．００１Ｎ／２５ｍｍ以上（典
型的には０．００５Ｎ／２５ｍｍ以上）とすることが適当であり、０．００８Ｎ／２５ｍ
ｍ以上とすることが好ましく、０．０１Ｎ／２５ｍｍ以上とすることがより好ましい。上
記粘着力が０．０３Ｎ／２５ｍｍ以上であってもよい。ここに開示される技術は、例えば
、上記粘着力が０．０１～０．０２Ｎ／２５ｍｍである態様で好ましく実施され得る。
　上記粘着力は、例えば、粘着剤のベースポリマーの組成や、粘着剤の架橋の有無および
架橋密度、可塑剤の使用の有無および使用量、粘着剤層の形成パターン等により調節する
ことができる。
【０１３０】
　ここで、上記粘着力とは、ステンレス鋼（ＳＵＳ）板を被着体として、以下の１８０°
剥離試験に基づいて測定される１８０°引き剥がし粘着力を指す。
　　［１８０°剥離試験］
（１）試験板（被着体）としては、ＳＵＳ３０４鋼板を耐水研磨紙で磨いたものを用いる
。試験板の寸法は、厚さ２ｍｍ以上、幅約５０ｍｍ、長さ約１２５ｍｍとし、♯３６０の
耐水研磨紙を用いて上記試験板を全長にわたって長さ方向に均一に研磨する。
（２）粘着力を測定する前には、上記耐水研磨紙で磨いた試験板を洗浄する。洗浄の手順
としては、試薬用のトルエンをウェスに染込ませて試験板の表面を拭いた後、さらに乾い
たウェスを用いて上記試験板の表面を乾燥するまでよく拭く。このような洗浄操作を、目
視によって試験板の表面が清浄になったと認められるまで３回以上繰り返して行う。
（３）洗浄後の試験板（ＳＵＳ板）は、温度２３±２℃、相対湿度（ＲＨ）５０±５％の
雰囲気中に５分以上放置した後、粘着力の測定に使用する。
（４）汚れ捕捉部（典型的には粘着シート）を長方形シート状にカットした試験片を用意
する。試験片は、長さ１００～３００ｍｍ程度とすることが好ましく、幅は１５～３０ｍ
ｍ程度とすることが好ましい。幅が２５ｍｍでない場合、実際の幅と２５ｍｍとの比から
１８０°引き剥がし粘着力［Ｎ／２５ｍｍ］を算出（換算）すればよい。試験片の厚さは
特に限定されない。
（５）得られた試験片の粘着面（例えば粘着剤層側表面）を上記試験板（ＳＵＳ板）に、
２ｋｇのローラーを一往復させて貼り付ける。試験片が両面粘着シート等のように両面に
粘着性を有する形態である場合、測定面とは反対側の表面に厚さ２５μｍ程度のポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムを貼り付けて裏打ちすることが好ましい。
（６）これを２３℃、ＲＨ５０％の環境下に３０分間保持した後、引張試験機を用い、Ｊ
ＩＳ　Ｚ　０２３７に準拠して、２３℃、ＲＨ５０％の環境下、剥離角度１８０°、引張
速度１０００ｍｍ／分の条件にて、上記ＳＵＳ板に対する１８０°引き剥がし粘着力（対
ＳＵＳ１８０°引き剥がし粘着力）［Ｎ／２５ｍｍ］を測定する。引張試験機は特に限定
されず、従来公知の引張試験機を用いることができる。例えば、島津製作所社製の「テン
シロン」を用いて測定することができる。
【０１３１】
　特に限定するものではないが、上記汚れ捕捉部が非シート形状である場合、例えば上記
汚れ捕捉部が上述した第一実施形態における粘着ロールのように外周に粘着剤を有する円
柱状に構成されている場合、上記汚れ捕捉部は、クリーニング対象面に接触する部分の転
がり粘着力が例えば２０Ｎ／５０ｍｍ以下となるように構成することができ、通常は１５
Ｎ／５０ｍｍ以下とすることが適当である。より良好な汚れ除去作業性を得る観点から、
上記転がり粘着力を１０Ｎ／５０ｍｍ以下とすることが好ましく、５Ｎ／５０ｍｍ以下と
することがより好ましい。転がり粘着力の下限は特に制限されず、例えば０．１Ｎ／５０
ｍｍ以上であり得る。好ましい一態様において、ほどよい使用感を得る観点から、上記転
がり粘着力を１Ｎ／５０ｍｍ以上（例えば２Ｎ／５０ｍｍ以上）としてもよい。
【０１３２】
　ここで、上記転がり粘着力は、以下のようにして測定することができる。すなわち、２
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３℃、ＲＨ５０％の環境下において、測定対象の汚れ捕捉部（粘着ロール）をガラス板の
上に載せ、２ｋｇの荷重で３秒間加圧して上記汚れ捕捉部の外周に配置された粘着剤を上
記ガラス板に圧着する。次いで、上記汚れ捕捉部が適当な治具により回転自在に軸支され
た状態で、上記治具の一端を従来公知の引張試験機のチャックにセットして、上記ガラス
板の表面に平行な方向に沿って、上記汚れ捕捉部の軸に垂直な方向に１０００ｍｍ／分の
速度で引張り、このとき上記汚れ捕捉部を転がり移動させるために必要な応力を測定する
。測定は１０回行い（すなわち、ｎ＝１０）、それらの測定値を算術平均する。測定に使
用するガラス板としては、例えば、市販のフロート板ガラスを用いることができる。測定
に使用する粘着ロールの軸方向長さは、例えば５０ｍｍ程度とすることができる。粘着ロ
ールの軸方向長さが５０ｍｍとは異なる場合には、適当な長さにカットして測定を行うこ
とができ、あるいは測定値を軸方向長さ５０ｍｍあたりの値に換算することができる。
　上記転がり粘着力は、例えば、粘着剤のベースポリマーの組成や、粘着剤の架橋の有無
および架橋密度、可塑剤の使用の有無および使用量、汚れ捕捉部の表面形状等により調節
することができる。
【実施例】
【０１３３】
　以下、本発明に関するいくつかの実施例を説明するが、本発明をかかる具体例に示すも
のに限定することを意図したものではない。なお、以下の説明中の「部」および「％」は
、特に断りがない限り重量基準である。
【０１３４】
　［アクリル系ポリマー］
　以下の例では、公知のリビングアニオン重合法により合成された以下のアクリル系ポリ
マーＡ，Ｂを使用した。
【０１３５】
　　（アクリル系ポリマーＡ）
　アクリル系ポリマーＡとしては、ポリＭＭＡブロック－ポリ２ＥＨＡ／ＢＡブロック－
ポリＭＭＡブロック（以下、「ＭＭＡ－２ＥＨＡ／ＢＡ－ＭＭＡ」と表記することがある
。）のトリブロック構造を有し、ポリ２ＥＨＡ／ＢＡブロックにおける２ＥＨＡとＢＡと
の重量比（すなわち、重量基準の共重合比率）が５０／５０であり、ポリ２ＥＨＡ／ＢＡ
ブロックの重量に対するポリＭＭＡブロックの重量（２つのポリＭＭＡブロックの合計重
量）の比（ＭＭＡ／（２ＥＨＡ＋ＢＡ））が１８／８２であるアクリル系ブロック共重合
体を使用した。このアクリル系ポリマーＡのＭｗは１０×１０４であり、Ｍｎは８．４×
１０４、Ｍｗ／Ｍｎは１．２１であった。
【０１３６】
　　（アクリル系ポリマーＢ）
　アクリル系ポリマーＢとしては、ＭＭＡ－２ＥＨＡ／ＢＡ－ＭＭＡのトリブロック構造
を有し、ポリ２ＥＨＡ／ＢＡブロックにおける２ＥＨＡとＢＡとの重量比が５０／５０で
あり、ポリ２ＥＨＡ／ＢＡブロックの重量に対するポリＭＭＡブロックの重量（２つのポ
リＭＭＡブロックの合計重量）の比（ＭＭＡ／（２ＥＨＡ＋ＢＡ））が１９／８１である
アクリル系ブロック共重合体を使用した。このアクリル系ポリマーＢのＭｗは５×１０４

であり、Ｍｎは４．４×１０４、Ｍｗ／Ｍｎは１．１３であった。
【０１３７】
＜実験例１＞
　　（例１）
　アクリル系ポリマー１００部と、粘着付与剤１５部と、可塑剤５０部とを加熱溶融状態
で混合して粘着剤組成物を調製した。上記アクリル系ポリマーとしては、上述したアクリ
ル系ポリマーＡとアクリル系ポリマーＢとを８０：２０の重量比で使用した。上記粘着付
与剤としては、ヤスハラケミカル株式会社製の商品名「ＵＨ－１１５」（水素添加テルペ
ンフェノール樹脂）を使用した。上記可塑剤としては、ＤＩＣ株式会社製の商品名「モノ
サイザーＷ－２４２」（アジピン酸ジイソノニル）を使用した。
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【０１３８】
　支持材形成用材料としての軟質アクリル樹脂（株式会社クラレ製の軟質メタクリル樹脂
、商品名「パラペット　ＳＡ－ＣＷ００１」）を用意した。上記粘着剤組成物と上記軟質
アクリル樹脂とを押出成形機に投入して共押出し成形（二層押出成形）を行い、その押出
成形物を約５０ｍｍの長さにカットした。これにより、上記軟質アクリル樹脂から形成さ
れた円筒状の支持材と、上記粘着剤組成物から形成され該支持体の外周を囲む粘着剤（ア
クリル系粘着剤Ａ）の層とが一体に成型された円筒状の粘着ロールを得た。上記粘着ロー
ルの外径は９．６ｍｍ、内径は５ｍｍ、上記粘着剤層の厚さは８００μｍ、上記支持材の
厚さは１．５ｍｍである。
【０１３９】
　上記粘着ロールを用いて、図１～４に示す概略構成を有するクリーナー１００を作製し
た。具体的には、粘着ロール１３０の中心孔１３５に棒状の保持部材１２０を挿入して固
定することにより、全体として円柱状の転動部材１１０を作製した。次いで、蓋体１６０
の突出部１６６に偏心して設けられた貫通孔１６８に保持部材１２０の両端をそれぞれ挿
入することにより、転動部材１１０を蓋体１６０に転動（回転）自在に装着した。そして
、蓋体１６０の突出部１６６をケース本体１５０の貫通孔１５８に挿入することにより、
本例に係る粘着クリーナー１００を構築した。
【０１４０】
　　（例２）
　アクリル系ポリマー１００部と、例１で用いたものと同じ可塑剤７０部と、軟質アクリ
ル樹脂（株式会社クラレ製の軟質メタクリル樹脂、商品名「パラペット　ＳＡ－ＣＷ００
１）１０部とを加熱溶融状態で混合して粘着剤組成物を調製した。上記アクリル系ポリマ
ーとしては、上述したアクリル系ポリマーＡを単独で使用した。この粘着剤組成物を使用
した他は例１と同様にして、軟質アクリル樹脂から形成された円筒状の支持材の外周に上
記粘着剤組成物から形成された粘着剤（アクリル系粘着剤Ｂ）の層が配置された円筒状の
粘着ロールを得、該粘着ロールを用いて粘着クリーナーを構築した。
【０１４１】
　　（例３，４）
　例１，２に係る粘着クリーナーとの対比を行うために、スマートフォンやタブレット型
情報端末の表示面のクリーニング用として市販されている粘着クリーナー２種を入手した
。以下、これらを市販品Ｘ１，Ｘ２と記載する。市販品Ｘ１，Ｘ２は、いずれも円柱状の
転動部材を有する。市販品Ｘ１（これを例３とする。）では、上記転動部材を構成する粘
着ロールの外周部が厚さ１．２ｍｍの熱可塑性エラストマー（ＴＰＲ）系粘着剤により構
成されている。市販品Ｘ２（これを例４とする。）では、上記転動部材を構成する粘着ロ
ールの外周部が厚さ３．６ｍｍのシリコーン系エラストマー系粘着剤により構成されてい
る。
【０１４２】
　例１～４に係る粘着クリーナーについて、以下の測定および評価を行った。
【０１４３】
　　（硬度測定）
　ＪＩＳ　Ｋ　７３１２に基づき、アスカーゴム硬度計（Ｃ型）を使用して、各例に係る
粘着ロールの外周面（粘着剤層の表面）の硬度を測定した。測定値としては、測定直後の
値を読み取った。
【０１４４】
　　（トリオレイン吸収量測定）
　ガラス容器にトリオレインを浅く張り、その上から各例に係る粘着クリーナーを転がし
て粘着ロールの外周面全体に十分量のトリオレインを付着させた。粘着ロールの外周面以
外の場所にはできるだけトリオレインが付着しないようにした。このようにして粘着ロー
ルの外周面にトリオレフィンを付着させてから３日、４日、９日、１５日および１６日経
過後に、粘着クリーナーの重量を測定し、その重量と実験開始時の粘着クリーナーの重量
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との差を粘着剤の体積で割って、粘着剤の体積あたりのトリオレイン吸収量を算出した。
粘着クリーナーの重量測定は、粘着ロールの表面を静かに拭いて、粘着剤に浸み込んでい
ないトリオレインを取り除いた上で行った。重量測定後、改めて粘着ロールの外周面全体
にトリオレインを付着させて実験を継続した。実験は、各例について３つのサンプルを用
いて（すなわち、ｎ＝３で）行い、それらの測定値を算術平均してトリオレイン吸収量を
求めた。得られた結果を表１および図１４に示す。なお、表１に示すトリオレイン吸収量
は、実験開始から１５日経過後の値である。
【０１４５】
　　（指紋除去性評価）
　表示面（アルミノケイ酸ガラス製の平滑な表面）に保護フィルムが貼り付けられたスマ
ートフォン（ｄｏｃｏｍｏ　ＮＥＸＴ　ｓｅｒｉｅｓ「Ｘｐｅｒｉａ（商標）　Ｚ　ＳＯ
－０２Ｅ」；Ｓｏｎｙ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　ＡＢ社製品）を
用意した。保護フィルムとしては、上記スマートフォン用のジャケット（ハードコーティ
ング・グラデーション・シェルジャケット、レイ・アウト社製品）に付属の保護フィルム
を使用した。上記保護フィルムの表面の汚れを不織布製のウェスで念入りに拭き取った。
【０１４６】
　次いで、試験者の顔面（頬）に付着している皮脂成分を手指（人差し指）にこすり付け
、その手指を上記保護フィルムの表面に２秒間じっと押し付けることにより、当該手指に
付いている皮脂成分からなる有機質汚れ（指紋）を上記保護フィルムに転写した。
【０１４７】
　そして、上記指紋が付いた上記保護フィルムの表面を各例に係るクリーナーでクリーニ
ングした。具体的には、各例に係るクリーナーの粘着シートロールを上記保護フィルムの
表面に沿う１方向に連続で５回転がした。転がし速度は約０．５ｍ／秒とし、転がす際の
作業者の押圧力は約７００ｇとした。その後、指紋の除去性を以下の５段階で評価した。
　　　５点：指紋の跡が完全に消失した。
　　　４点：指紋の跡が概ね消失した。
　　　３点：指紋の跡が一部消失した。
　　　２点：指紋の跡が薄くなったが消失はしなかった。
　　　１点：指紋の跡の濃さに変化は認められなかった。
【０１４８】
　３名の試験者Ａ（女性、２４歳）、Ｂ（男性、２６歳）、Ｃ（男性、２４歳）の皮脂に
つき上記試験を行った。その結果を、３名の指紋除去性の点数の合計値として表１に示す
。
【０１４９】
【表１】

【０１５０】
　表１および図１４に示されるように、市販のスマートフォン等用の粘着クリーナーに用
いられているＴＰＲ系粘着剤やシリコーン系粘着剤に比べて、例１，２で使用したアクリ
ル系粘着剤Ａ，Ｂは、体積あたりのトリオレイン吸収量が明らかに多く、皮脂吸収性に優
れていた。このトリオレイン吸収量の違いが指紋除去性の違いにも影響していると考えら
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れる。
【０１５１】
　なお、上記アクリル系粘着剤Ａ，Ｂをそれぞれ単独で押出成形して例１，２と同じ外形
を有する粘着ロールを作製し、それらの粘着ロールの外周面の硬度を同様に測定したとこ
ろ、アクリル系粘着剤Ａ，Ｂのいずれについても硬度は７であった。
【０１５２】
　また、例１，２に係るクリーナーについて、上述した方法で転がり粘着力を測定したと
ころ、例１では７．８Ｎ／５０ｍｍ、例２では３．９Ｎ／５０ｍｍであった。いずれのク
リーナーにおいても汚れ除去作業性は良好であった。例２に係るクリーナーは、より良好
な汚れ除去作業性を示した。
【０１５３】
＜実験例２＞
　　（例５）
　アクリル系粘着剤Ａを溶融状態で厚さ３８μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ
）製のシート状支持基材（幅：約８ｃｍ）の表面に塗付することにより、厚さ（糊厚）約
５０μｍの粘着剤層が支持基材の片面に形成された片面粘着シートを作製した。得られた
片面粘着シートを硬質樹脂製の円筒状保持部材（直径２０ｍｍ）の表面に巻回することに
より粘着ロールを形成した。そして、上記保持部材を把持部材の先端に転動（回転）自在
に装着することにより、図１０，１１に模式的に示すような粘着クリーナーを構築した。
【０１５４】
　　（例６）
　アクリル系粘着剤Ａに代えてアクリル系粘着剤Ｂを使用した他は例５と同様にして、本
例に係る粘着クリーナーを構築した。
【０１５５】
　　（硬度測定）
　例５，６に係る片面粘着シートの硬度を実験例１と同様にして測定した。得られた結果
を表２に示す。表２には、実験例１において測定した例１，２の硬度を併せて示している
。
【０１５６】
　　（指紋除去性評価）
　例５に係る粘着クリーナーについて、実験例１と同様にして指紋除去性を評価した。得
られた結果を表２に示す。表２には、実験例１で測定した例１，２の指紋除去性評価の結
果を併せて示している。なお、例６の指紋除去性は未評価である。
【０１５７】
　　（面吸収量測定）
　ガラス容器にトリオレインを浅く張り、その上から各例に係る粘着クリーナーを転がし
て粘着ロールの外周面全体に十分量のトリオレインを付着させた。粘着ロールの外周面以
外の場所にはできるだけトリオレインが付着しないようにした。このようにして粘着ロー
ルの外周面にトリオレフィンを付着させてから１日、２日および４日経過後に、粘着クリ
ーナーの重量を測定し、その重量と実験開始時の粘着クリーナーの重量との差を粘着剤の
面積（粘着クリーナーの外周面の面積）で割って、粘着剤の面積１ｃｍ２あたりのトリオ
レイン吸収量（面吸収量）を算出した。粘着クリーナーの重量測定は、粘着ロールの表面
を静かに拭いて粘着剤に浸み込んでいないトリオレインを取り除いた上で行った。重量測
定後、改めて粘着ロールの外周面全体にトリオレインを付着させて実験を継続した。実験
は、各例について３つのサンプルを用いて（すなわち、ｎ＝３で）行い、それらの測定値
を算術平均して面吸収量を求めた。得られた結果を表２および図１５に示す。なお、表２
に示す面吸収量は、実験開始から４日経過後の値である。
【０１５８】
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【表２】

【０１５９】
　表２に示されるように、粘着ロールの硬度が９０より大きい例５に比べて、粘着ロール
の硬度が４８である例１，２は、より良好な指紋除去性を示した。この違いには、粘着ロ
ールにクッション性が付与されたことによるクリーニング対象面との接触面積の増加（接
触時間の増加）が寄与していると考えられる。また、粘着剤の厚さが５０μｍである例５
，６に比べて、粘着剤の厚さがその１６倍（８００μｍ）である例１，２では、粘着剤の
面積あたりのトリオレイン吸収量が２０倍以上に上昇した。この結果は、粘着剤の厚さを
大きくすることにより、繰り返し使用に対する性能維持性を効果的に向上させ得ることを
示している。
【０１６０】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、特許請求の範囲を
限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々
に変形、変更したものが含まれる。
【符号の説明】
【０１６１】
　　１　　ポータブル機器（物品）
　　２　　表面（表示部）
　１０，１００，２００　　粘着クリーナー
　２０，１２０　　保持部材
　３０　　粘着シートロール（汚れ捕捉部）
　３１　　粘着シート
　３２，１３２，２３２　　粘着剤層（粘着剤）
　３６　　支持基材（支持材）
　５０　　有機質汚れ
１１０　　転動部材
１３０　　粘着ロール（汚れ捕捉部）
１３４　　支持材
１３５　　中心孔
１４０　　ケース
１５０　　ケース本体（把持部材）
１５８　　貫通孔
１６０　　蓋体
１６８　　貫通孔
２３１　　粘着シート（汚れ捕捉部）
２３２Ａ　粘着面
２３６　　支持基材（支持材）
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